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序     文 

 
エルサルバドル国はこれまで度重なる地震災害に見舞われてきました。近年では、1986年に発生し

た地震が首都サンサルバドルを中心に壊滅的な被害を与えたほか、2001年1月、2月に相次いで地震が

発生し、傾斜地の大規模な崩壊、家屋等建築物の倒壊・損壊により同国に甚大な被害をもたらしまし

た。2001年の２つの地震で、全国の住宅総数1,362,163軒の約8％にあたる107,787軒が半壊または一部

損壊、12％にあたる163,866軒が全壊したと言われ、そのうちの大半が低所得者の住宅でした。 
 
この震災を受け、エルサルバドル政府は我が国に対して、低所得者層向け普及住宅の1）耐震性能

の実証、2）耐震建築技術の改善、3）技術の普及をコンポーネントとする技術協力プロジェクトを要

請しました。我が国政府は同要請を採択し、これに基づいて当機構はエルサルバドル公共事業省住宅

都市開発庁との間で2003年12月1日に討議議事録（R/D）に署名し、同日から5年間の計画で協力プロ

ジェクトを開始しました。このプロジェクトは、我が国とエルサルバドルとの二国間協力に、かつて

我が国が同じ分野で協力をおこなったメキシコからの南南協力を加えた形で実施されました。 
 
今般、プロジェクト終了まで6ヶ月となった段階において、プロジェクトの実績を確認し評価をお

こなうとともに、協力期間の終了までに、及び終了後に取るべき措置について提言を行うことを目的

として、当機構は2008年5月6日から5月22日まで、当機構国際協力専門員の大井英臣を団長とする終

了時評価調査団を現地に派遣いたしました。調査団は、エルサルバドル側の評価調査団と合同で関係

者への聞き取りや現地視察をおこない、共同で合同評価報告書をとりまとめ、2008年5月16日にサン

サルバドルで開催された本プロジェクトの合同調整委員会にて評価結果の報告をおこないました。 
 
本報告書は、同調査団の評価調査結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあたって、

関係方面に広く活用されることを願うものであります。 
 
終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
 
 

2008年6月 
独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部長 伊藤 隆文 
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評価調査結果要約表 

 

１. 案件の概要 
国名：エルサルバドル 案件名：耐震普及住宅の建築普及技術改善プロジェクト 
分野：防災 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部水資源・防災グ

ループ防災第二課 
協力金額（評価時点）：162 百万円 

先方関係機関： 
公共事業省住宅都市開発庁（住宅都市開発庁: Viceministerio 
de Vivienda y Desarrollo Urbano）、中米大学（UCA: Universidad
Centroamericana “José Simeón Cañas”）、国立エルサルバドル

大学（UES: Universidad de El Salvador）、エルサルバドル開

発・普及住宅財団（FUNDASAL: Fundación Salvadoreña de 
Desarrollo y Vivienda Mínima） 
日本側協力機関： 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 
独立行政法人 建築研究所 

 
 
協力期間 

（R/D）：2003 年 12 月 1 日

～2008 年 11 月 30 日

（延長）： 
（F/U）： 
（E/N）（無償） 

他の関連協力： 
中米広域防災能力向上プロジェクト 
シャーガス病対策プロジェクト（フェーズ２） 

１－１ 協力の背景と概要 
エルサルバドル国はこれまで度重なる地震災害に見舞われてきた。近年では、1986 年に発生し

た地震が首都サンサルバドルを中心に壊滅的な被害を与えたほか、2001 年 1 月、2 月に相次いで地

震が発生し、傾斜地の大規模な崩壊、家屋等建築物の倒壊・損壊により同国に甚大な被害をもたら

した。2001 年の 2 つの地震で、全国の住宅総数 1,362,163 軒の約 8％にあたる 107,787 軒が半壊ま

たは一部損壊、12％にあたる 163,866 軒が全壊したと言われ、そのうちの大半が低所得者の住宅で

あった。 
この震災を受け、エルサルバドル政府は我が国に対して、低所得者層向け普及住宅の 1）耐震性

能の実証、2）耐震建築技術の改善、3）技術の普及をコンポーネントとする技術協力プロジェクト

を要請した。我が国政府は同要請を採択し、これに基づいて独立行政法人国際協力機構（JICA）は

エルサルバドル公共事業省住宅都市開発庁との間で 2003 年 12 月 1 日に討議議事録（R/D）に署名

し、同日から 5 年間の計画で協力プロジェクトを開始した。このプロジェクトは、我が国とエルサ

ルバドルとの二国間協力に、かつて我が国が同じ分野で協力をおこなったメキシコからの南南協力

を加えた形で実施された。 
 

１－２ 協力内容 
（１）上位目標 
低所得者層の地震被害が軽減される。 

（２）プロジェクト目標 
 低所得者向け普及住宅の耐震性が改善される。 
（３）成果 
 ア．普及住宅の耐震性実験のための設備と、実験実施体制が整備される。 
 イ．実施機関の研究者、技術者が耐震実験技術を習得し、普及員の普及能力が向上する。 
 ウ．耐震普及住宅モデルが完成する。 
 エ．耐震普及住宅モデルの普及システムが確立する。 
 オ．低所得者層において耐震普及住宅の建築が促進される。  

（４）投入（評価時点） 
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日本側： 
長期専門家派遣 0 名   機材供与 約 42,824 千円 
短期専門家派遣 7 名   ローカルコスト負担 約 84,594 千円 
研修員受入 14 名 
その他 第三国専門家派遣、第三国研修実施経費 

エルサルバドル側： 
カウンターパート配置 34 名   
大規模構造実験棟の土地・施設提供、傾斜台建設用地の提供         
ローカルコスト負担 約 45,630 米ドル 

 メキシコ側：  
  メキシコ人第三国専門家派遣経費 1 名／年 程度 
２. 評価調査団の概要 
 調査者 （担当分野：氏名 職位） 

１．団長／総括：大井英臣 JICA 国際協力専門員 
２．協力評価：佐藤一朗 JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第二課 
３．評価分析：山本佳恵 グローバルリンクマネージメント株式会社 
４．通訳：前山真吾  財団法人日本国際協力センター 

調査期間  2008 年 5 月 6 日〜2008 年 5 月 22 日 評価種類：終了時評価 
３.評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
（１）プロジェクト目標の達成状況 
 耐震普及住宅モデルに関連する技術研修への参加者数は指標 1 に設定されている目標値 400 人を

上回る 479 人であった。指標 2 に設定されている目標値はモデルハウス 20 軒の建設だが、プロジ

ェクトで耐震性を検証した４工法を用いた耐震モデルハウスは、プロジェクトによって終了時評価

時点で 6 軒建設され、終了時までにあと 1 軒の建設が予定されている他、対象となる工法を適用し

た住宅が様々な組織によって既に計 236 軒建設されており、これらがプロジェクトで直接建設する

モデルハウスと同様の効果を発揮している。指標 3 に設定されている実験施設の運営方針とプロジ

ェクト終了後の利用にかかるガイドライン策定は、プロジェクト終了までに策定される予定であ

る。従ってプロジェクト目標は、協力終了までに達成される見込みである。 
（２）成果の達成状況 
・成果１「普及住宅の耐震性実験のための設備と、実験実施体制が整備される」は既に実験機材が

設置され稼動しており、また実験所の運営に必要な人員と運営マニュアルも整備されているた

め、既にほぼ達成されている。 
・成果２「実施機関の研究者、技術者が耐震実験技術を習得し、普及員の普及能力が向上する」も

指標である 30 人を上回る 31 人の技術者が育成されており、普及員についても指標の 5 人を上回

る 9 人が育成されている。 
・成果３「耐震普及住宅モデルが完成する」は、プロジェクトでの実験・改善を経て耐震性が確認

された工法が、指標に設定された４工法に対して既に３工法完成し、残りの１工法も現在実験結

果の取りまとめ段階にあることから、プロジェクト終了時までに達成されると見込まれる。 
・成果４「耐震普及住宅モデルの普及システムが確立する」は、４工法によるモデルハウス建設と

いう指標値に対して既に３工法のモデルハウスが建設されており、残り１工法のモデルハウスも

プロジェクト終了までに建設できる見通しである。また、４工法の普及ツールが作成されるとい

う指標に対しても、十分な種類と数の普及ツール・教材が作成されている。ただし、普及を一層

促進するためには、４工法の特徴、利点・欠点、適合・不適合地域の条件、コストなどを整理し

た資料が必要と考えられる。普及グループの組織・研修という指標に対しても、４つの関係機関

の代表 9 人から成る普及グループが、日本、メキシコ、及びエルサルバドル国内で様々な研修を

受けてきた。関係４機関全てがそれぞれの立場で、プロジェクトによる成果の広報・普及に積極

的に取組んできた結果、効果的な普及体制が構築されつつあると判断される。従って成果４も達

成される見込みであると判断される。 
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・成果５「低所得者層において耐震普及住宅の建築が促進される」は、指標に設定された政府によ

る低所得者向け普及住宅の建設プログラム実施が遅れていることから、現在のところプロジェク

ト対象４工法を用いて政府により直接建設された普及住宅は 15 軒に留まり、達成が遅れている

が、751 軒（うち、741 件が「衛生的な床（ピソ・サルダブレ）プロジェクトによるもの）の建

設を住宅都市開発庁が準備中であり、達成されつつある。 
 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 
 エルサルバドルの政府計画「安全な国 2004－2009」で、国民の安全と住宅のそれぞれが開発優先

活動分野とされており、本プロジェクトの対象分野の政策的なプライオリティは高い。また、プロ

ジェクトがターゲットとしている低所得者は、地震の多いエルサルバドルで高い地震災害リスクに

晒されていることから低所得者向けの耐震普及住宅の研究・普及をおこなう本プロジェクトは受益

者ニーズに合致している。さらに当該分野は世界的にも最高水準にある日本の耐震建築技術を活用

した協力であることから、総合的に見てプロジェクトの妥当性は極めて高い。 
（２）有効性 
 上述のとおり、それぞれの成果達成が、プロジェクト目標の高い達成度に結びついていることか

ら、有効性は高いと判断される。 
（３）効率性 
 日本人及びメキシコ人専門家の派遣期間が現地の要望よりも短期間であったり、プロジェクト運

営上の問題点を関係４機関の間で討議する機会が不足していたなどの指摘があったが、いずれも大

きな支障を来たすことはなく、プロジェクト実施の効率性は高かったと判断される。 
（４）インパクト 
 「低所得者層の地震被害が軽減される」という上位目標を達成するためには、多くの耐震普及住

宅が建設される必要があり、長い年月と多大な投資が必要とされることから、プロジェクト終了か

ら 3～5 年を経て達成することが期待される上位目標としては、やや目標設定が高い。上位目標の

達成度は現在のところ低いが、プロジェクトの活発な広報普及活動によって耐震住宅の重要性や技

術の認知度は確実に上がっており、政府機関や NGO などが耐震工法による普及住宅建設を進めて

いることから、長い年月がかかると予想されるものの本プロジェクトが上位目標達成に向けて確実

に寄与していると考えられる。また、当初計画していない様々なプラスの効果（例えば、本プロジ

ェクトが政府、大学、NGO の協働体制のモデル的な事例となったこと、国内外の大学間の当該分

野における学術交流の活発化に寄与したこと、プロジェクトの改良アドベ工法の普及を通じてシャ

ーガス病予防（アドベの壁に上塗りを施すことで媒介虫が壁の割れ目・隙間などに潜むのを防止）

にも貢献していることなど）が多く生じたことから、総体的に見てプロジェクトのインパクトは高

いと判断された。 
（５）自立発展性 
 本プロジェクトで対象とした４工法のエルサルバドル社会における受容性は高く、また４つの協

力機関は安定した組織であることから、技術面、組織面の自立発展性は高い。他方、国家住宅政策

に住宅耐震化に関する明確な目標や施策が謳われておらず、またプロジェクト終了後の耐震普及住

宅建築に係る政府予算及び耐震実験を協力実施中と同じレベルで継続する大学予算が十分に確保

されていないことから大規模構造実験棟や傾斜台を活用した構造実験の受託による資金の獲得な

どの方策を今後講じる必要があり、政策面、財政面の自立発展性には改善の余地があるものの、総

合的に判断し、自立発展性は概ね高いと判断される。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 
 耐震住宅建築技術の研究開発と普及を目的とした本プロジェクトの実施に協力が必要な、政府、

研究機関、普及組織（NGO）の３つのセクターをそれぞれ代表する協力機関の協働体制が取られた

こと。 
（２）実施プロセスに関すること 
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 適切な技術知識・経験を有する日本人及びメキシコ人専門家が派遣されたこと。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 
 新しい技術に対してカウンターパートが習熟するために要する時間やプロジェクト実施体制を

整えるための時間が、プロジェクトの活動計画に十分見込まれていなかったため、初期において計

画に対する進捗の遅れが生じた。 
（２）実施プロセスに関すること 
 合同調整委員会が毎年開催されたが、年に一度のみであり、プロジェクトの運営管理上の課題に

ついて十分に討議する場にはならなかった。従って、エルサルバドルの関係４機関及び日本・メキ

シコの関係機関という多機関の間で情報共有や意思統一を図るのが困難であった。これら関係機関

間でより円滑なコミュニケーションや意思統一を図る運営管理上の仕組みが工夫される必要があ

った。 
 
３－５ 結論 
プロジェクト目標の達成に向け、アウトプットは着実に達成されつつあり、2008 年 11 月のプロ

ジェクト終了時までには目標達成が見込まれている。評価 5 項目の観点からは、プロジェクトの妥

当性は非常に高く、有効性、効率性、インパクトも高いと判断された。技術面、社会面での自立発

展性は高く、政策面、及び組織・財政面については、改善の余地があるが、自立発展性については、

概ね高いと判断された。 
プロジェクトの協力期間終了までに、目標の達成が見込まれることから、本プロジェクトについ

ては、計画通り 2008 年 11 月に終了することが妥当と判断される。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
プロジェクト終了時までに取るべき措置に関する提言 
（１）住宅都市開発庁は、本プロジェクトの関係機関を含み普及住宅建設に関係するステークホル

ダーの参加を得て、「普及住宅改善委員会」を組織し、耐震性向上、居住環境改善、コスト

低減など、普及住宅の改善に向けた諸課題に継続的に取り組み、検討を行う体制を構築すべ

きである。また、同委員会において、中米大学（UCA）の大規模構造実験棟、及び国立エル

サルバドル大学（UES）の傾斜台を、普及住宅の耐震性向上に向けて最大限に活用するため

の利用戦略を検討・策定すべきである。 
（２）UCA 及び UES は、住宅都市開発庁及びエルサルバドル開発・普及住宅財団（FUNDASAL）

と協力し、本プロジェクトで耐震性を検証した４工法の普及促進に資するため、４工法の普

及特性（各工法の特徴、利点・欠点、適合地域の条件、不適合地域の条件、コストなどを含

む）を整理した資料を作成すべきである。 
（３）UCA の大規模構造実験棟の利用マニュアルは既に作成されているが、UES の傾斜台につい

ても、同大学が中心となって利用マニュアルを作成すべきである。 
 
プロジェクト終了後に取るべき措置に関する提言 
（１）住宅都市開発庁は、住宅耐震化にかかる目標と具体的施策を、国家住宅政策に盛り込むべき

である。 
（２）住宅都市開発庁は、住宅建築に係る現行の法令や技術基準を、科学的手法による研究・開発

を適用して改善するとともに、これら法令・基準の遵守を確保するための建築行政制度の強

化、普及住宅建築に対する公的助成制度の拡充などに継続的に取り組むべきである。 
（３）現在、「ピソ・サルダブレ（衛生的な床）」プロジェクトなどにより改良アドベ工法とコンク

リートブロック工法を用いた住宅建設支援を実施しつつあるが、これらの工法に加え更にブ

ロックパネル工法やソイルセメント工法も活用し、貧困層への住宅建設支援をさらに拡充す

べきである。 
（４）住宅都市開発庁は、普及住宅改善委員会を活用し、政府機関、民間企業、地方自治体、及び

NGO の協力を盛り込んだ耐震住宅普及戦略を検討し策定すべきである。 
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（５）本プロジェクトの関係４機関は、既存住宅の耐震補強に関する研究開発と普及に取り組むべ

きである。 
（６）本プロジェクトの関係４機関は、本プロジェクトによる成果の中米地域内各国への波及に取

り組むべきである。 
 
３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄） 
（１）多機関が参画するプロジェクトでは、プロジェクトにおけるそれぞれの役割を明確化し、関

係機関間の連絡・調整を円滑化する運営管理上の仕組みを確立しなければ、関係機関間の意

思統一と効果的な連携協力が困難となる。 
（２）住宅耐震化は、個別住宅の耐震性強化を図るだけではなく、地震以外の災害リスク、居住環

境、社会的弱者などへも配慮しつつ、都市開発・地域開発事業の一環として進めなければ、

十分な価値を生み出すことができない。 
（３）プロジェクトの計画段階においては、活動の実施者が新しい技術を適用するにあたっての未

習熟さを考慮して、初期の段階に十分な時間的余裕を確保する必要がある。 
（４）プロジェクト活動の効果的な広報普及のためには、全てのプロジェクト協力機関による決意

と努力が必要である。 
 
３－８ フォローアップ状況 
 本プロジェクトの終了後、2～4 年後に事後評価が実施される予定であるが、事後評価の実施にあ

たっては、達成度の評価が難しい現行の上位目標及びその指標の設定を見直す必要があると考えら

れる。また、エルサルバドル政府から本プロジェクトの第２フェーズの要請が提出されており、事

前調査を実施する予定である。 
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評価調査結果要約表（英文） 
I. Outline of the Project 
Country：El Salvador Project title：Strengthening of the Technology for the 

Construction and Dissemination of Popular 
Earthquake-resistant Housing 

Issue/Sector：Disaster Management Cooperation scheme：Technical Cooperation 
Division in charge：Global Environmental Department Total cost：162 million yen 

Partner Country’s Implementing Organization： 
Housing and Urban Development Agency of the Ministry of 
Public Work, Central American University “José Simeón 
Cañas”, National University of El Salvador, 
FUNDASAL(Fundación Salvadoreña de Desarrollo y 
Vivienda Mínima） 

 
Period of 
Cooperation 

(R/D): 1st December 2003 – 30th

November 2008  
(Extension): 
(F/U) : 
(E/N)（Grant Aid） 

Supporting Organization in Japan： 
National Institute for Land and Infrastructure Management
Building Research Institute 

Related Cooperation： 
１ Background of the Project 
 
El Salvador has experienced a series of earthquakes.  The earthquake in 1986 had left the Capital, San 

Salvador, devastated and other parts of the country were severely affected by the successive earthquakes both in 
January and February 2001.  A large number of houses were left inhabitable due to land slides and direct impacts. 
Two earthquakes in 2001 had created half or partial damages to 107,787 houses, or approximately 8 percent of the 
total number of 1,362,163 houses in the country, and 163,866 houses or 12 percent were turned into rubbles. 
Most of these houses were believed to be of the low income population.  
 
Having experienced severe disasters, the government of El Salvador requested Japan to extend technical 

cooperation on popular housing for low-income population: (1) for verification on earthquake-resistance level; (2) 
for improvements on earthquake-resistance technologies; and, (3) for dissemination of earthquake-resistance 
technologies.  The Government of Japan approved its request and the Japan International Cooperation Agency 
signed the record of discussion on 1st December 2003 with the Housing and Urban Development Agency of the 
Ministry of Public Works in El Salvador to start up 5 year technical cooperation project.  This Project has been 
implemented through bilateral cooperation between Japan and El Salvador and through South-South Cooperation 
Scheme with Mexico.  Mexico has received technical cooperation from Japan on the same objectives.    
 
２ Project Overview 
（１）Overall Goal: Earthquake-related disasters to low-income population have been reduced. 
（２）Project Purpose: Earthquake-resistance popular housing has been enhanced. 
（３）Outputs: 

1. The facilities for earthquake-resistant testing on popular housing and the test implementation system 
have been established. 

2. Researchers and technicians of the implementing institutions have been trained on the implementation 
of earthquake-resistant tests, and dissemination capacity of extension workers has improved. 

3. Models for popular earthquake-resistant housing have been completed. 
4. The dissemination system of earthquake-resistant popular housing models has been established. 
5. Construction of earthquake-resistant popular housing is being promoted among low-income population.
 

（４）Inputs 
Japanese Side： 

Long-term Expert     0 Equipment          42,824 Thousand Yen 
Short-term Expert     7 Local cost           84,594 Thousand Yen 
Trainees received    14  

 
El Salvador‘s Side： 

Counterpart     34  
Land and Facilities:  For Laboratory at UCA and the Tilting Table at UES  
Local Cost US$       45,630   
 

Mexican Side： 
Cost of Mexican Expert  1 person /year 
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ll. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 
 

a. Mr. Hideomi Oi, Leader 
Senior Advisor, Japan International Cooperation Agency 

b. Mr. Ichiro Sato, Project Evaluation 
Senior Program Officer, Disaster Management Division Ⅱ, Water Resources and Disaster 
Management Group, Global Environmental Department, Japan International Cooperation 
Agency  

c. Ms Yoshie Yamamoto, Evaluation Analysis 
Consultant , Global Link Management Co., Ltd 

d. Mr. Shingo Maeyama, Interpreter 
Japan International Cooperation Center (JICE) 

Period of 
Evaluation 

6th May – 22nd June 2008 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 
 

III. Results of Evaluation 
１．Project Performance 
（１）Project Purpose 
The number of participants of technical training related to earthquake-resistant popular housing was 479, 
exceeding the target value of 400 that was set in the Indicator 1 for the Project Purpose. The target of Indicator 2 
was the construction of 20 model houses built with earthquake-resistant construction methods that had been 
investigated by the Project. Six model houses had been constructed, and 1 more would be constructed by the end 
of the Project. Moreover, 236 houses had been built by various organizations using earthquake-resistant 
construction methods investigated by the Project and, they had effects similar to the project model houses. The 
formulation of operational guidelines for the facility of structural testing for earthquake-resistance as well as the 
guidelines of its use after the end of the Project, which was set as the Indicator 3, would be achieved by the end of 
the Project. Therefore, the Project Purpose would be attained by the end of the Project. 
（２）Outputs 
The Output 1, “the facilities for earthquake-resistant testing on popular housing and the test implementation system
have been established”, was about to be fulfilled because experimental equipment had been installed, and 
necessary personnel and manuals for the operation of the testing laboratory had been secured. 
The Output 2, “researchers and technicians of the implementing institutions have been trained on the 
implementation of earthquake-resistant tests, and dissemination capacity of extension workers has improved”, had 
been achieved because 31 researchers and technicians had been trained exceeding the target value of 30, and 9 
extension workers had been trained exceeding the target value of 5.  
The Output 3, “models for popular earthquake-resistant housing have been completed”, would be achieved by the 
end of the Project. Three construction methods had been investigated, modified and proved to be 
earthquake-resistant, and the investigation of one more construction method was being completed. Thus, the 
number of tested earthquake-resistant construction method would reach the target value of 4. 
Output 4, “the dissemination system of earthquake-resistant popular housing models has been established”, would 
also be attained by the end of the Project. Model houses had been built by 3 out of 4 tested construction methods, 
and the remaining 1 method would be used to build another model house by the end of the Projects. Sufficient 
variation and number of tools and materials for the dissemination of the 4 construction methods had been 
developed although it would be necessary to prepare a table of characteristics (e.g. strength, weakness, 
suitable/non-suitable areas, construction cost, etc.) of the 4 construction methods for the convenience of 
dissemination activities. Furthermore, a group of 9 extension workers from 4 related organizations had various 
training in Japan, Mexico and El Salvador. All 4 related organizations had actively engaged in the dissemination 
activities from their respective standpoints, and this had been greatly contributing to the establishment of the 
dissemination system. Therefore, all targets for the Output 4 are expected to be achieved by the end of the Project.
The achievement of the Output 5, “construction of earthquake-resistant popular housing is being promoted among 
low-income population”, was still behind. The government program of the constructing houses for poor people had 
been delayed. Only 15 houses using the construction methods tested by the Project were built directly by the 
government to date. However, Housing and Urban Development Agency was preparing the construction of 751 
more houses (among which 741 houses would be built the government program called “Piso Saludable (healthy 
floor)”). With the implementation of the construction, the Output 5 were being achieved. 
 
 
２．Summary of Evaluation Results 
（１）Relevance 
Safety of the citizens and Housing were both given development priorities in the National Plan ‘Safe Country 
2004-2009’.  Project’s target issues and areas are in line with such high political priority of the country.  Moreover, 
the Project responds to the needs of the intended target group, low-income population who has both experienced 
significant damages and continues to face possible disaster risks in the earthquake-prone El Salvador.  Having 
utmost use of the earthquake-resistance technologies of Japan that are widely acknowledged as one of the most 
advanced in the world, technical relevance is also found high.  Overall, relevance is found very high.   
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（２）Effectiveness 
All the five outputs have shown high level of achievements and were found equally contributing to achievement of 
the Project Purpose.  Effectiveness was found high.   
（３）Efficiency 
Efficiency was found high.  Points that could have improved efficiency were: (a) longer dispatch of the Japanese 
and Mexican expert; and, (b) having a platform or more opportunities to discuss project management issues 
among the four counterpart agencies.  
（４）Impact 
To achieve the Overall Goal of ‘Earthquake-related disasters to low-income population have been reduced’, it 
needs construction of many earthquake-resistant popular houses, many years and major investments.  From 
these points, the Overall Goal, is normally expected to be achieved within three to five years after the completion of 
the project, was found too high to achieve and its achievement level was found low at the time of the terminal 
evaluation.  While the Project is certainly making steady progress towards the achievement of the Overall Goal 
through raising awareness on earthquake-resistance technologies and utilization of such technologies to popular 
housing, quite significant time will be necessary to achieve the Overall Goal even with efforts of the government 
and NGOs to develop housing with earthquake-resistance technologies.  The Mission considered various 
unintended positive impacts (i.e. The Project set the model of cooperation among the Government agency, 
universities and NGOs; The Project successfully vitalized academic cooperation among universities inside and 
outside of El Salvador; The Project assisted prevention of Chagas Disease through dissemination of improved 
earthquake-resistance Adobe methods, instructing the application of wall paste on the adobe wall, thereby, 
preventing the pest insects, “chagas”, from hiding in the cracks and gaps of the walls) and concluded the Project’s 
impact to be high.   
（５）Sustainability 
Both technical and institutional sustainability were found high.  Four earthquake resistance methods that the 
Project studied have widely been accepted in El Salvador.  Four counterpart agencies were both well-established 
and stable institutions.   However, political sustainability needs to be strengthened particularly with apparent lack 
of target numbers or policies on earthquake resistance in the National Housing Policy.  Lack of financial 
sustainability needs to be addressed as budgetary allocation for universities to continue with the same level of lab 
works seems difficult.  For budgetary allocation, it needs to take measures including entrusted structural testing by 
application of the Large-scale Structural Laboratory and the tilting table.  Overall sustainability was found generally 
high.   
３．Factors that promoted realization of effects 
（１）Factors concerning to Planning 
Having objectives to conduct research and development on earthquake resistance construction technologies and 
their dissemination, the Project needed to involve the Government agency, research institutions and dissemination 
organization (i.e. NGO).  The Project had four counterparts successfully representing each sector which have 
established sound collaborating working relationships.    
（２）Factors concerning to the Implementation Process 
Dispatch of the Japanese and Mexican Experts who have appropriate technical knowledge, skills and experiences.

 
４．Factors that impeded realization of effects  
（１）Factors concerning to Planning 
Project progress at the initial stage was impaired as sufficient time was not considered in the Project Plan for 
counterparts to familiarize with new technologies and to set-up project implementation mechanism. 
（２）Factors concerning to the Implementation Process 
The Joint Coordination Committee was conducted annually.  As JCC gathers once a year, it did not provide 
enough platform for discussion on management issues of the Project.  It has been found difficult at times to share 
information and generate consensus among four counterpart agencies in El Salvador and other agencies in Japan 
and Mexico.  There should have been a mechanism for better communication and decision making among four 
counterpart agencies.  
 
５．Conclusion 
Project Purpose is expected to be achieved with steady progress of respective outputs by the project completion in 
November 2008.  With regards to the Five Evaluation Criteria, Project’s relevance was found very high while 
effectiveness, efficiency and impact were found high.  Sustainability was found generally high as there were some 
improvements necessary on political, institutional and financial aspects.  Technical and social sustainability were 
found high.  As the Project Purpose is expected to be achieved by the end of the cooperation period, the Mission 
recommends the Project to be terminated in November 2008 as planned.   
 
６．Recommendations 
Recommendations on what need to be addressed by the Project end.   
（１）Aiming at creating institutional mechanism to continue to discuss and tackle issues relating to popular housing 
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such as improvement in earthquake resistance, living environment and cost reduction, the Housing and Urban 
Development Agency shall establish a ‘Popular Housing Development Committee’ with participants from the 
Project’s counterpart agencies and other stakeholders.  Also, this committee shall discuss and determine 
optimal use of the Large-scale Structural Laboratory at UCA and the tilting table at UES for the benefit of 
earthquake resistance improvement among popular housing.   

（２）Both the UCA and the UES shall cooperate with the Housing and Urban Development Agency and FUNDASAL 
and develop referential material which explains characteristics, pros and cons, conditions for application, 
costing of the four methods that have been investigated by the Project.  This document could serve the basic 
document for dissemination on four methods. 

（３）UCA has already developed the operational guideline for the Large Scale Structural Laboratory.  UES shall, 
through cooperation with other counterpart agencies, develop similar operational guideline for the tilting table. 

Recommendations on what need to be addressed after the Project completion.   
（１）The Housing and Urban Development Agency shall indicate clear target and specific policies on earthquake 

resistance popular housing in the National Housing Policies.   
（２）The Housing and Urban Development Agency shall continue to improve existing construction standards and 

technical standards with application of scientific research and development, to strengthen enforcement of 
construction laws and guidelines, and to expand public financial assistance to popular housing.   

（３）Support for housing development is under way under the ‘Piso Saludable (Healthy Floor)’ with unitization of 
earthquake resistant adobe and concrete block methods.  Other two methods, specifically block panel and soil 
cement, should be also considered for further expansion of housing assistance to the Poor.   

（４）The Housing and Urban Development Agency should utilize the ‘Popular Housing Development Committee’ to 
discuss and draw up popular housing development strategies with specific roles of the government agencies, 
private companies, local government and NGOs.   

（５）Four counterpart agencies shall continue to conduct research and development and dissemination work.  
（６）Four counterpart agencies should continue to extend the Project’s outputs to other Central American countries.  
 
７．Lessons Learned 
（１）With various institutions participating in a project, it is essential to clarify respective roles and function and to 

have a management mechanism to enable all the agencies to communicate, coordinate and create consensus 
effectively.   

（２）Promotion of earthquake resistance housing should not be done only to strengthen individual houses but to 
create optimal impacts by implementing as part of urban and regional planning activities with sufficient 
consideration of other disaster risks, whole living environment and the socially vulnerable. 

（３）In planning a project, it is indispensable to secure sufficient time for counterpart agencies to acquire new skills 
（４）All the organization involved in Project need to demonstrate determination and efforts to effectively disseminate 
project activities.  
 
８．Follow-up Situation 
An ex-post evaluation of the Project will be implemented in 2 - 4 years after the end of the Project. When the 
ex-post evaluation is implemented, the Overall Goal and its indicators should be revised since the present ones are 
difficult to evaluate.  
An official proposal of the phase 2 of this Project was submitted from the Government of El Salvador. Preparatory 
study for the phase 2 will be implemented.  
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第1章 終了時評価調査の概要 

1－1 終了時評価調査の目的 
本終了時評価調査は、エルサルバドル側と合同で、以下を目的として実施された 

（1）プロジェクトの実績と実施プロセスを把握し、計画の達成状況を評価する。 
（2）プロジェクトの実施に影響を及ぼしている促進要因・阻害要因を同定する。 
（3）妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の評価 5 項目の観点から、プロジェクト

を評価する。 
（4）事業実施上の問題点と課題を抽出し、プロジェクトの残りの協力期間、及びプロジェクト終

了後に取るべき措置について提言を行う。 
（5）日本及びエルサルバドルの合同評価委員が、評価結果及び提言を合同評価レポートに取りま

とめ、合同調整委員会で確認する。 

1－2 調査団の構成 
（1）日本側調査団員 

a. 大井 英臣（団長／総括） 
独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員 

b. 佐藤 一朗（協力評価） 
独立行政法人国際協力機構 地球環境部水資源・防災グループ防災第二課 

c. 山本 佳恵（評価分析） 
グローバルリンクマネジメント株式会社 研究員 

d. 前山 真吾（通訳） 
（財）日本国際協力センター（JICE） 

（2）エルサルバドル側調査団 
a. Lic. Magally Samayoa 

市民対応・建設手続・建築基準課コーディネーター、公共事業省住宅都市開発庁（住宅都市

開発庁） 
b. Lic. María de los Angeles Torres Aguirre 

国際協力室長、中米大学（UCA） 
c. Ing. Julio Bonilla 

土木工学課教授、国立エルサルバドル大学（UES） 
d. Ing. Alicia Hernández 

モニタリング・評価担当、エルサルバドル開発・普及住宅財団（FUNDASAL） 
e. Lic. Yanira Sermono de Cruz 

対アジア、アフリカ、オセアニア関係局職員、外務省 

1－3 調査日程 
調査日程は、添付資料 1 に示すとおりである。
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第2章 プロジェクトの概要 

2－1 プロジェクトの背景 
エルサルバドル国はこれまで度重なる地震災害に見舞われてきた。近年では、1986 年に発生した

地震が首都サンサルバドルを中心に壊滅的な被害を与えたほか、2001 年 1 月、2 月に相次いで地震が

発生し、傾斜地の大規模な崩壊、家屋等建築物の倒壊、損壊を中心に同国に甚大な被害をもたらした。

公共事業省住宅都市開発庁の発表によると、2001 年の 2 つの地震によって、一般住宅においては、

全国の住宅総数 1,362,163軒の約 8％にあたる 107,787軒が半壊または一部損壊、12％にあたる 163,866
軒が全壊という被害を受けている。また、被災住宅の 60％は、世帯あたり最低賃金の 2 倍に満たな

い収入によって生活している貧困層の住宅である。 

地震後 2001 年 3 月 20 日から 28 日に独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）メキシコ事務所

及び個別専門家チーム派遣「南南協力強化支援」との共催で地震防災セミナーと日墨連携南南協力案

件形成 PCM ワークショップをサンサルバドル市にて開催した。ワークショップにはエルサルバドル

から公共事業省、住宅都市開発庁、大学、NGO など、メキシコから地震・防災関係専門家や外務省

（当時 IMEXI）が参加し、問題分析を行った。中心課題として「住民の自然災害に対する脆弱性」

が認識され、その改善のための開発課題として 1）低所得者層が住む普及住宅や自家建築住宅の耐震

性の向上、2）防災機関の組織強化や制度の充実、3）観測・予報機能の整備、4）防災の視点に基づ

く都市計画と社会インフラの強化、5）住民の防災体制の整備が確認され、メキシコからの南南協力

を中心としつつ、同協力に対する支援（南南協力支援）を日本が行うという枠組みが提案された。エ

ルサルバドル政府は、これらの開発課題解決のため、それまで各省庁に分散配置されていた観測・予

報部門を環境省下に新たに設立した SNET（Servicio Nacional de Estudios Territoriales：全国国土研究機

構）に集約し、防災機関の組織強化と観測・予報機能の整備を図っている。また、住民の防災体制強

化のため住民に対する統合的防災支援を行う部署を SNET に設置した。JICA は観測機能の強化を目

的として、SNET に強震計を供与している。 

しかしながら、「1）低所得者層が住む普及住宅や自家建築住宅の耐震性の向上」については、「エ」

国内に人材と設備がなく、当該分野の技術において高い評価を得ている我が国に対して、低所得者層

向け普及住宅の 1）耐震性能の実証、2）耐震建築技術の改善、3）技術の普及をコンポーネントとす

る技術協力プロジェクトを要請した。我が国政府は同要請を採択し、これに基づいて JICA はエルサ

ルバドル公共事業省住宅都市開発庁との間で 2003 年 12 月 1 日に討議議事録（R/D）を署名し、同日

から 5 年間の計画で協力プロジェクトを開始した。 

プロジェクトは、エルサルバドルの公共事業省住宅都市開発庁、中米大学、国立エルサルバドル大

学、エルサルバドル開発・普及住宅財団の４機関をカウンターパート機関とした我が国とエルサルバ

ドルとの二国間協力に、かつて我が国が同じ分野で協力をおこなったメキシコからの南南協力を加え

た形で実施されている。 

2－2 プロジェクトの概要 
討議議事録（R/D）に示されるプロジェクトの概要は、以下のとおりである。 
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上位目標：エルサルバドル国における低所得者層の地震被害が軽減される。 

プロジェクト目標：低所得者向け普及住宅の耐震性が改善される。 

成果：  

（1）普及住宅の耐震性実験のための設備と、実験実施体制が整備される。 
（2）実施機関の研究者、技術者が耐震実験技術を習得し、普及員の普及能力が向上する。 
（3）耐震普及住宅モデルが完成する。 
（4）耐震普及住宅モデルの普及システムが確立する。 
（5）低所得者層において耐震普及住宅の建築が促進される。
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第3章 評価手法 

3－1 評価の手法 
本評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月：改訂版）』に基づき、プロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）を用いた評価手法に則って実施した。『JICA 事業評価ガイドライン』

による評価は、以下のとおり、４つの手順で構成され、今般の調査では以下②と③の項目については、

さらに 5 段階評価を加えて行った。 

① プロジェクトの計画を論理的に配置したログフレームあるいはプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix：以下、PDM と呼ぶ）を事業計画として捉え、評価デザイ

ンを確定する。 

② いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報をもとに、プロジェクトの現状を実績・実施

プロセス・因果関係の観点から把握・検証する。 

③ 「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の５つの観点（評価 5 項目）か

ら、プロジェクトの成果（アウトカム）を評価する。さらに、それぞれの項目につき、A：

大変良い/高い、B：良い/高い、 C：概ね高い 、D：改善の余地がある、E：低い、5 段階評

価を行う。 

④ また上記①から③を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼした様々な要因の特定を試み、

プロジェクトの残りの実施期間の活動及びプロジェクト終了後に取るべき措置に関しての提

言を取りまとめ、他事業の計画、実施、評価に参考となる教訓を抽出する。 

なお、本評価手法において活用される PDM の構成要素の内容は表 3-1に示す。 

表 3-1 PDM の構成要素 
上位目標 プロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果。プロジェ

クト終了後 3 年～5 年程度で対象社会において発現する効果。 
プロジェクト目標 プロジェクト実施によって達成が期待される、ターゲットグループや対象

社会に対する直接的な効果。 
アウトプット プロジェクト目標達成のためにプロジェクトが生み出す財やサービス。 
活動 アウトプットを産出するために、投入を用いて行う一連の具体的な行為。 
指標 プロジェクトのアウトプット、目標および上位目標の達成度を測るもので、

客観的に検証できる基準。 
指標データ入手手段 指標を検証するための情報源。 
外部条件 プロジェクトでコントロールできないが、プロジェクトの成否に影響を与

える外部要因。 
前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件。 
上位目標 プロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果。プロジェ

クト終了後 3 年～5 年程度で対象社会において発現する効果。 
出所：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 2 月。 

更に、本プロジェクトの評価に適用される評価 5 項目の各項目の定義は以下の表 3-2のとおりであ

る。  
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表 3-2 評価 5 項目の定義 

評価 5 項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者の

ニーズに合致しているか、相手国の政策との整合性はあるか、日本の援助政策に

沿ったものか等「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 
有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされて

いるのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。 
効率性 主にプロジェクトのコストおよび効果の関係に着目し、投入資源が有効に活用さ

れているか（あるいはされるか）を問う視点。 
インパクト プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を

見る視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 
自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持

続の見込みはあるか）を問う視点。 
出所：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 2 月。 

3－2 主な調査項目とデータ収集方法 

3－2－1 主な調査項目 
本評価調査においては、以下の評価設問を中心に調査を実施した。 

1） 投入、活動、アウトプット、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度合いあるいは達成

予測 

2） プロジェクトのモニタリングや軌道修正は適切に行われているか。カウンターパートのオー

ナーシップは醸成されているか。カウンターパートと専門家とのコミュニケーションはとれ

ているか。その他援助機関や日本による他の協力事業とはどのような関係が構築されている

か。 

3） 本プロジェクトで選択された上位目標・プロジェクトの目標は現時点でのエルサルバドルの

国家政策・計画、我が国の援助方針等に合致しているか。また、ターゲットグループのニー

ズにプロジェクト目標・上位目標は評価時においても合致しているか。 

4） プロジェクト目標の達成はプロジェクト終了時までにどの程度見込めるか。達成された、ま

た達成されなかった課題は何か。各アウトプットはどの程度プロジェクト目標達成に貢献し

ているか。また、その成否の阻害・促進要因は何か。 

なお、より詳細な評価設問は、必要なデータ、収集方法、情報源とともに添付資料 4 の評価グリッ

ドに示した。 

3－2－2 データ収集方法 
PDM 記載事項の実績データを中心に、以下の情報源およびデータ収集手法を用いて情報を収集し

た。 

1） R/D、PDM、活動計画（PO）、及び 協議議事録（M/M）などのプロジェクト計画文書 
2） プロジェクト調整員の報告書 
3） 日本人専門家およびカウンターパート、関連機関からの聞き取り及び質問票への回答 
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4） エルサルバドル側、日本側の投入に関する記録 
5） 耐震実験所、関連施設、モデルハウスなどの視察 
6） その他プロジェクトによる記録 

 

なお、インタビューの主要面談者の詳細情報は添付資料 2 の通りである。 

上記方法で収集されたデータやその分析結果が日本側評価調査団によってまとめられた後、日本側

と「エ」国側双方の評価チーム内で活動の達成度や 5 項目評価について 2 日間に渡って協議を行い、

その結果を踏まえた最終報告書に合同評価委員が署名の上、2008 年 5 月 15 日に合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee）に提出した（添付資料 9 及び添付資料 10）。 
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第4章 プロジェクトの実績と現状 

4－1 投入実績 
同評価団は、PDM に従って、以下の通り概ね予定通りの投入が行われていることを確認した。 

4－1－1 日本側投入 
専門家派遣、研修員受け入れ、現地業務に関しては、概ね計画通りに投入が実施された。 

ア）専門家派遣 
2008 年 5 月末までに短期専門家が延べ 7 人派遣された。専門分野は、研究室運用計画策定指導、

耐震壁実験及びデータ分析、耐震建築実験及びデータ分析、コンクリート・ブロック工法面外壁実

験等であった。 

地震工学と実験室技術を指導科目とするメキシコ人短期専門家は、延べ 21 人派遣された。これ

ら日本人及びメキシコ人の専門家派遣の詳細については、添付資料 6 に示した。 

イ）研修実績 
本プロジェクト期間中に、本邦研修に 14 人のカウンターパートが参加した。18 人がメキシコ国

立防災センター（CENAPRED）、9 名がペルーの日本・ペルー地震防災センター（CISMID）におい

てラボ運営研修やペルー建設業技術研修センター（SENCICO）における低コスト耐震建設にかか

る普及研修に参加した。 

カウンターパートの配置と研修実績の詳細については、添付資料 7 に示した。 

ウ）機材供与 
2008 年 5 月時点における日本側の機材供与の実績は合計 42,824 千円である。2006 年 11 月の中

間評価以降に供与されたのは、中米大学キャンパス内にある大規模構造実験棟に設置された移動式

クレーンのみである。供与機材、携行機材、及び在外事業強化費を用いて購入した機材の詳細につ

いては、添付資料 8 に示した。 

エ）現地業務費 
2008 年 4 月末時点で、日本側の現地業務費として合計 84,594 千円がプロジェクト運営のために

支出された。現地業務費の主な支出目的は、実験活動費、実験資機材購入、プロジェクト調整室運

営（調整員、運転手、秘書給与など）、普及用資料作成費、セミナー開催費、等が挙げられる。 

4－1－2 エルサルバドル側の投入 
ア）カウンターパートの配置 

2008 年 5 月末時点でのカウンターパートの配置人数は 34 名である。その内訳は、公共事業省住

宅都市開発庁 6 名、中米大学 11 名、国立エルサルバドル大学 10 名（うち 2 名は日本に長期留学中）、

開発普及住宅財団７名であった。 

イ）土地・施設の提供 
中米大学のキャンパス内に大規模構造実験棟が建設され、その中にプロジェクトの業務調整員の
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執務スペースや会議室なども十分に確保された。国立エルサルバドル大学のキャンパス内でも土地

の提供があり、傾斜台が設置された。電気、水道代についても「エ」国側が負担した。 

ウ）ローカルコストの費用負担 
2005 年、2006 年、2007 年の 3 度に渡り約 15,210 ドルが拠出され、既に総額で 45,630 ドルが支

出済みである。2008 年についても同額の 15,210 ドルの予算が確保されており、プロジェクト期間

を通じ、総額 60,840 ドルが現地活動費として支出される見込みである。 

4－2 アウトプットの達成状況 
終了時評価時点において、アウトプットは着実に達成されつつある。設定された５つのアウトプッ

トそれぞれの達成状況は、以下のとおりである。 

アウトプット 1： 普及住宅の耐震性実験のための設備と、実験実施体制が整備される 

指標 1-1 機材が適切に設置され稼動する。 

指標 1-2 実験所の運営に必要な人員と運営マニュアルが整う 

 

アウトプット 1 は、ほぼ達成されている。その根拠は以下の通りである。 

2004 年 11 月にメキシコ人専門家の技術指導を受け、UCA に LEG（大規模構造実験棟）が設置さ

れ、機材配備が行われた。2004 年 12 月より、LEG を利用しての実験が開始された。傾斜台について

は、UES キャンパス内に設置され、2007 年 5 月に最初の実験が実施された。LEG 及び傾斜台ともに

適切に機能していることが確認された。 

実験棟が適切に機能すべく、4 つの機関より人員が配備され（UCA 研究員 5 名、FUNDASAL 研究

者 1 名と技術者は 3 名、UES 研究者 6 名と技術者 1 名（うち 2 名の研究者が日本に長期留学してい

る）、メキシコ人専門家及び日本人専門家により能力開発（研修）も実施された。2005 年 3 月 16 日、

本プロジェクトの技術委員会は、UCA の LEG に係る作業手引書（オペレーションマニュアル）の初

版を完成させた。円滑な実験室の機能を確保するため、組織構造、一般的手続き、職員の任務、利用

方針、資機材管理についてガイドラインを定めている。必要に応じ、修正作業も行なわれており、最

終版については、2008 年 11 月のプロジェクト終了までに完成する見込みである。このマニュアルは

UCA の学術副学長によって承認を受けており、継続的に遵守される見込みが高い。 

アウトプット 2： 実施機関の研究者、技術者が耐震実験技術を習得し、普及員の普及能力が向上

する。 

指標 2-1 30 人を超える研究者、技術者が研修を受け、専門家の指導を受けずに実験を実施できるだ

けの技術水準に達する。 

指標 2-2 少なくとも 5 人が普及技術の研修を受け、技術を向上させる。 

 

アウトプット 2 は、達成されつつある。その根拠は以下のとおりである。 
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各参加機関の実験室研究者及び技術者 34 人がエルサルバドル国内や海外（日本・メキシコ）にお

いて研修を受け、実験室において各工法のコーディネーターの監督下、建材と構造物の試験実施のた

めに必要な高いレベルの知識を習得した。うち、UES6 名、UCA6 名の計 12 名については、専門家の

指導がなくとも実験が可能な技術レベルを習得済みであり、19 名（UCA1 名、UES2 名、FUNDASAL16
名）については、工法のコーディネーターの監督があれば実験を実施する知識・技術レベルに達して

いる。これら 19 名については、既に高いレベルの知識を習得したエルサルバドル人研究者・技術者

からの現場での指導に加え、継続的に技術研修の機会を得られることから、プロジェクト終了時まで

には目標値の 30 を 1 名上回る計 31 名の研究者・技術者が育成される見込みである。 

普及活動に参加しているカウンターパートは、コミュニケーション、建築、土木エンジニアなど様々

なバックグラウンドを持つ、4 機関から 5 名ずつの計 20 名で組成されている。ただし、常時普及チ

ームとして活動しているのは、UCA4 名、FUNDASAL2 名、UES2 名、住宅都市開発庁の 1 名の計 9
名である（表 4-1参照）。5 名はメキシコでの研修に参加し、更に 10 名がエルサルバドル国内での研

修を受けており、すでに目標の 5 名を大幅に上回る 15 名が普及研修に参加した。 

表 4-1 普及チームメンバー 
名前 所属先 専門分野 

Francisco Alfonso Olmedo 
Santamaría 

UCA コミュニケーション 

Judith Ochoa Martell UCA ジャーナリズム 
Nathaly Esmeralda Guzmán Velasco UCA コミュニケーション・ジャーナリズム

Dulcinea Flores UCA コミュニケーション 
José Arnulfo Cárcamo y Cárcamo UES 土木工学 
María Teresa Hernández Colato UES 建築 
Rolando Ernesto Martínez FUNDASAL コミュニケーション 
Oscar Armando López Trujillo 住宅都市開発庁 建築 

 

アウトプット 3： 耐震普及住宅モデルが完成する。 

指標 3-1 ４タイプの普及住宅工法が試験され、各工法による耐震普及住宅モデルが完成する。 

 

アウトプット 3 は、達成にむけて着実に進捗しており、プロジェクト終了時までに達成されると見

込まれる。その根拠は以下のとおりである。 

プレハブ工法や、焼成煉瓦積工法、鉄筋コンクリート工法、植物繊維を利用した土壁工法など９つ

に渡る様々な普及住宅建築工法が検討され、技術的、社会的、建設コストの観点からエルサルバドル

の普及住宅として耐震性を検証すべきと判断された４つの工法を選定し、耐震性評価を行なった。３

工法（ブロックパネル、ソイルセメント、アドベ）が実験室において試験され、第４工法（コンクリ

ートブロック）については、2008 年 7 月に最終試験を実施、その後分析・検証の実施が計画されて

おり、プロジェクト終了までには、４つの耐震普及住宅工法の実験が終了する見込みは高い。４工法

のうちソイルセメントとアドベについては実験を通じて工法が改善されて、耐震性が改善したモデル

となった。ブロックパネルとコンクリートブロックについては、既にある工法の耐震性が十分である

ことが確認された（コンクリートブロックについては耐震性がほぼ確認されつつある）ので、エルサ
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ルバドルにおける住宅工法として適切であると検証された。その結果、耐震性が確認されたモデル（工

法）は 0 から 4 となり、成果達成が見込まれる。 

表 4-2 工法比較 

 ブロックパネル ソイルセメント 改良アドベ コンクリートブロック

特徴 ・ キューバで開発。 
・ 2001 年の地震後

にFUNDASALが

新工法としてエ

ルサルバドルに

導入した。 
・ 工場で製造され

たコンクリート

の柱を立て、柱と

柱の間に壁を分

割したコンクリ

ート製のパネル

を積み上げてい

く工法 

・ 通常のレンガと

同じ寸法のもの

を土とセメント

の混合（セメント

と火山灰土の割

合は 1：10 から

1:16）で、焼かず

に作成したソイ

ルセメントブロ

ックを用いて枠

組み組積造を構

築する工法 

・ ペルーで開発さ

れた控え壁とコ

ンクリートの基

礎及び上梁を有

し、カーニャによ

り補強する工法 

鉄筋を縦横に配

し、穴あきコンク

リートブロックを

積み、モルタルで

接着することによ

り組積造を構築す

る工法 

長所 ・ 建設プロセスは

容易で迅速。 
・ 建設に要する労

働力少ない。 

・ 比較的低コスト 
・ 焼かずに作成す

るため環境に優

しい（燃料を使わ

ない）。 
・ 粘土が手に入り

にくく、アドベや

焼成レンガの作

成が難しい、或い

はコスト高にな

る地域でも、全国

的に豊富にある

火山土（ティア

ラ・ブランカ）と

セメントでブロ

ックを作成する

ことができる。 
・ 建設工法自体は

通常の枠組組積

造と同じなので、

施工可能業者が

多く存在する。 

・ 低コスト 
・ 国内に熟練労働

力が豊富。 
・ 伝統的建設工法

のため社会的受

容性が高い。 

・ 建設プロセスが

容易で迅速 
・ 国内に熟練労働

力が豊富。 

短所 ・ FUNDASAL のほ

ぼ独占市場であ

り、他の工法に比

べて高価格。 

・ レンガが乾燥し

て使用可能とな

るまで長時間か

かる。 
・ 施工時に不適切

な処置があれば

地震時に構造を

不安定にする。 

・ 従来のアドベ工

法よりは、コスト

が大幅に高い。 
・ レンガが使用可

能となるまで長

時間かかる。 

コンクリート・ブ

ロックが高価格の

上、鋼材の使用が

多く費用が高くな

る。 
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建設コスト 標準サイズ36㎡の

住宅建設には約

$120-127/㎡程度が

必要 

試算なし 
 

標準サイズ44㎡の

アドベ住宅には約

$77/㎡程度が必要 

標準サイズ36㎡の

住宅建設には約

$107.4-110/㎡程度

が必要 
対象 低所得者層・ 

中所得者層 
低所得者層・ 
中所得者層 

低所得者層 低所得者層・ 
中所得者層 

建設 専門職、専門業者

による建設 
専門職、専門業者

による建設 
自家建設 専門職、専門業者

による建設 
普及方法 建設技術者と土木

技術者に対する普

及 

建設技術者と土木

技術者に対する普

及 

市（地方自治体）

のプロジェクトや

低所得者層向け住

宅プロジェクトを

活用して普及 

建設技術者と土木

技術者に対する普

及 

本プロジェクト

での成果 
・ 耐震性が確認さ

れた。 
・ これまで耐震性

についての実験

データは存在し

なかったため、貴

重なデータを提

供できる。 

・ ブロック作製（砂

とソイルの調合

率）の変化による

強度確認が行わ

れた。 
・ 火山灰土を使っ

た「エ」国特有の

ソイル・セメント

工法の実験デー

タを世界の他の

地域でのデータ

と比較検討する

ことができるよ

うになった。 

・ UES に設置され

た傾斜台を用い

て、従来工法およ

び改良アドベ造

の実物大実験が

実施された。これ

らは世界で初め

ての実験成果で

あり、非常に貴重

なデータを提供

できた。 
・ 「エ」国独特の葦

（バラ・デ・カス

ティーヤ）で構築

する工法を生み

出した。 

・ 実験により耐震

性が確認されつ

つある。 
・ 「エ」国において

も広く普及して

いる工法ではあ

ったが、これまで

耐震性について

の実験データは

存在しなかった

ため、貴重なデー

タを提供できる。

実験チーム総括

担当 
アルバ・アルファ

ロ氏（UCA） 
マニュエル・ラミ

レス氏（UES） 
＊エドガー・ペー

ニャ氏が日本に博

士課程留学中のた

め代理を務めてい

る。 

パトリシア・デ・

ハスブン氏（UCA） 
＊当初担当者であ

ったマニュエル・

ロペス氏がイタリ

アの大学に転身し

たため、新たに担

当者となった。 

ロベルト・マーロ

ス氏（UCA） 

 

アウトプット 4： 耐震普及住宅モデルの普及システムが確立する。 

指標 4-1 ４タイプの耐震普及住宅工法によるモデルハウスが建築される。 

指標 4-3 普及グループが組織され、普及技術の研修が実施される。 

 

アウトプット 4 は、達成にむけて着実に進捗しており、プロジェクト終了時までに達成されると見

込まれる。その根拠は以下のとおりである。 

３つの工法を用いたモデルハウスがフアジュア（ブロックパネル工法）、サンタテクラ（ブロック

パネル工法）、スチトト（改良アドベ工法）、サンフリアン（ソイルセメント工法）にそれぞれ建設さ
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れた。サイトの選定は、①貧困層が多く、アドベ工法を用いた住宅の多い地域、②地震が頻発するカ

テゴリー１の地域内、③地方政府の参加意欲が高く、コミュニティの組織化が進んでいる、④地域住

民にとって顕著で人の交通量の多い場所、といった観点から行なわれた。これらのモデルハウスは、

フアジュアとサンタテクラについては市民防衛局の事務所として、スチトトについてはコミュニティ

センター、サンフリアンは伝統職業訓練施設として利用されている。コンクリートブロック工法のモ

デルハウスは住宅都市開発庁の敷地内に 2008 年 8 月から建設が計画されている。この工法は、エル

サルバドルにおける最も一般的な建設工法のひとつであり、建設にはそれほど時間を必要とせず、プ

ロジェクト終了までに完成すると見込まれている。 

普及用教材セットは一般向けマニュアル、教材ビデオ、技術ファイル、プロジェクトの概要パンフ

レット、加えて普及ツールとして建築模型、ポスター、ラジオ広報メッセージ、「ドン・ネトのノー

ト」、プレゼンテーション用スライド、マルチメディア資料、ホーム・ページがある（表 4-3参照）。 

表 4-3 普及用資料リスト 

 作製・印刷数 配布済み数 

ブロック・パネルマニュアル 3,000 2,686 
マニュアル「10 点満点の私のアドベの家」 8,300 4,082 
DVD－ブロック・パネル 2,100 2,000 
DVD－アドベ 3,500 3,200 
プロジェクト・パンフレット 5,000 4,700 
アドベについての簡易パンフレット 1,000 1,000 
簡易パンフレット「なぜアドベの家は倒壊して

しまうのか」 
1,500 1,500 

ポスター 
（ブロック・パネル、アドベ、プロジェクト） 

500 400 

ドン・ネトのノート 
80,000 

（その他に 10 万部を新

聞社が追加印刷） 

41,200 
（その他に10万部を新

聞社が織り込み配布）

プロジェクト・フォルダー 1,000 550 
「耐震（TAISHIN）」ノート 2,000 600 
「耐震（TAISHIN）」ボールペン 2,000 1,200 
アドベ マニュアル 5,000  
ホームページ 
http://www.arrobadeoro.com/2007/SV/finalistas.asp 3,000  

 

自然災害のリスクとシャーガス病に対する意識向上及び耐震住宅工法の普及を目的とした教材「ド

ン・ネトのノート」については、JICA の実施している「シャーガス病対策（2003 年 3 月－2007 年 3
月）」と「中米広域防災能力向上プロジェクト（2007 年 5 月－2012 年 5 月）」と協力して作成し、当

初予定の 4 万部を印刷し、エルサルバドルで発行部数最大の新聞社に綴じ込み配布を依頼したところ、

新聞社が 10 万部を追加し、計 14 万部が準備され、うち 12 万部については新聞社を通じて、2 万部

については展示会、フォーラム、ワークショップで配布された。好評を得て、更に 4 万部を追加印刷

し、うち 1 万 2 千部については中米広域防災能力向上プロジェクトを通じて配布される他、今後も展

示会などを通じて全国的に配布されることになっている。普及担当チームによって作成された普及用

教材は、技術委員会でその技術的精度を確認し、その利用を認可するプロセスを取っている。 
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表 4-4 技術委員会の構成 

委員長：オスカル・ロペス氏（住宅都市開発庁） 

副委員長：パトリシア・デ・ハスブン氏（中米大学） 

事務局：JICA プロジェクト調整員：ホルへ・バレイロ氏 

実験チーム 普及チーム 

住宅都市開発庁側コーディネーター：空席 

UCA 実験チーム・コーディネーター： 
エミリオ・ベンチューラ氏 
UES 実験チーム・コーディネーター： 
マニュエル・デ・ジーザス・グーティエレス氏

FUNDASAL コーディネーター： 
ローサ・デルミー・デ・ハーキュレス氏 

技術委員会委員長であるオスカル・ロペス氏（住

宅都市開発庁）が兼任。 

 

第１工法（ブロックパネル）、第２工法（改良アドベ）については既に普及教材の作成は完了済み

である。改良アドベ工法については作成したマニュアルの8,300部のうち4,082部が配布されている。

ブロックパネル工法については 3,000 部作成し、うち 2,686 部については既に配布が完了している。

第３工法（ソイルセメント）については、撮影されたビデオの編集、マニュアルの作成作業が進捗中

であり、ビデオは 6 月、マニュアルについても 7 月には完成する予定となっている。第４工法（コン

クリートブロック）については、現在実験が行なわれている最中であり、普及教材については研究成

果を待って作成されることになっている。マニュアル、ビデオが 2008 年 11 月のプロジェクト終了ま

でに完成する見込みである。他方、今後普及を一層促進するためには、４工法の特徴、利点・欠点、

適合・不適合地域の条件、コストなどを整理した上記の表 4-2のような資料の作成が必要と考えられ

る。 

2004 年 10 月 7 日、8 日に普及分野のメキシコ人専門家によって開催された「多様なセクターへの

技術・知識の伝達戦略についての経験共有ワークショップ」という研修後、４つのカウンターパート

機関から選ばれた 9 名（UCA4 名、UES2 名、FUNDASAL2 名、住宅都市開発庁 1 名）からなる普及

チームが組織された。うち選抜された 5 人が 2006 年 2 月 20 日から 24 日までメキシコで普及技術に

ついての研修を受けた。更に、カウンターパート研修「教育・普及活動のためのデジタルビデオ教材

製作」に 2 名が参加した。普及チームは、学生、NGO、国際援助機関、建設業界の業界団体や専門

家を対象とした５つのセミナーを開催した他、コミュニティ、NGO、学生、市職員を対象とした研

修やワークショップを 10 日間開催している。 

４つのカウンターパート機関全てがそれぞれの立場で、上記のようにプロジェクトによる成果の広

報・普及に積極的に取組んできた結果、効果的な普及体制が構築されつつあると判断される。 

 

アウトプット 5： 低所得者層において耐震普及住宅の建築が促進される。 

指標 低所得者層を対象とした「普及住宅改善パイロット・プログラム」が実施される。 
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住宅都市開発庁が実施する「耐震住宅普及パイロット・プログラム」は終了時評価時点では立ち上

げられていない。中間評価の時点で、住宅都市開発庁の前副大臣は米州開発銀行（IDB）の資金援助

を受けて耐震普及住宅を 300 軒建設することを表明していたが、ブロックパネル工法の建築コストが

未だ高い水準にあり低所得者向けの住宅建設には適切ではないと IDB が判断したため、IDB の資金

拠出が承認されないことを理由として、保留されている。この状況を打開すべく、当プロジェクトで

耐震性を検証したブロックパネル工法の耐震住宅が住宅都市開発庁の自己資金でアウアチャパン県

トゥリン市に 15 軒建設され、更に、改良アドベ工法住宅 10 軒の建設準備が進められている。また、

住宅都市開発庁はエルサルバドル国内で最も貧困度の高いカテゴリーに含まれる 5 市を対象に、「衛

生的な床（ピソ・サルダブレ）」プロジェクトを計画している。同プロジェクトは、衛生的に問題の

ある土の床を持つ 4,997 軒の住宅の床の改善工事を行なう他、コンクリートブロック工法または改良

アドベ工法を用いた 741 軒の住宅を新設する予定である。同プロジェクトは、政府資金による大統領

プログラム「Red Solidaria（連帯ネットワーク）」を通じて実施される。 

4－3 プロジェクト目標達成の見込み 
 

プロジェクト目標： 低所得者向け普及住宅の耐震性が改善される。 

指標 1 400 人を超える人々が耐震普及住宅モデルに関連する技術研修に参加する。 

指標 2 20 軒を超える耐震モデルハウスが建築される。 

指標 3 プロジェクト終了後の実験所運営方針が普及住宅改善委員会によって策定される。 

 

終了時評価時点においては、終了時までにプロジェクト目標は達成されることが見込まれる。 

耐震普及住宅モデルに関連する技術研修への参加者数は計画値の 400 人を上回る 479 人であった。

アドベ工法の住居におけるシャーガス病対策として漆喰塗りをすることを呼びかけるワークショッ

プに 150 人、実験室での実験やワークショップの参加者が 180 人、モデル住宅の建築作業に 149 人、

総計 479 人の学生やコミュニティ住民が技術研修に参加した。 

プロジェクトを通じて耐震性の確認が行われた耐震モデルハウスが、終了時評価時点で 6 軒（ブロ

ックパネル 4 軒、ソイルセメント、アドベは 1 軒ずつ）、コンクリートブロックについては 2008 年 8
月に 1 軒の建設が開始される予定である。当初、20 軒のモデルハウスの建設が計画されていたが、

プロジェクトで耐震性が検証されたブロックパネルとアドベ工法を用いた住宅が、それぞれ 118 軒ず

つの計 236 軒、住宅都市開発庁や NGO によって建設され、これらがプロジェクトで建設するモデル

ハウスに期待されていた展示効果を発揮しており、軒数としては既に十分であると判断されたことか

ら、当プロジェクトとしては最終的に耐震モデルハウス 7 軒の建設を行なうこととした。 

終了時評価時点では普及住宅改善委員会は設立されていない。普及住宅改善委員会では、実験施設

の運営方針とプロジェクト終了後の利用にかかるガイドラインを策定する。また、低所得者層に対す

る耐震性を高めた住宅の普及にかかる方策を検討することを一つの目的とする。プロジェクト終了ま

でに当委員会は設置される見込みである。 
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4－4 上位目標の達成の見込み 
 

上位目標： 低所得者層の地震被害が軽減される。 

指標： プロジェクトによって開発された耐震普及住宅が、国全体の 38.8%にあたる 558,000 の低所

得世帯（農村地域：53.7%；都市地域 29.8%）に認知される。 

 

プロジェクトによって耐震性を確認された工法による耐震普及住宅が、全世帯の 38.8%を占める貧

困層世帯（約 558,000 世帯）に認知されたかどうかという指標の数値を示すデータを取得できなかっ

た。本プロジェクトで研究された工法について何パーセントの国民が認知しているかを把握する正確

な数字を入手することはほぼ不可能である。現在展開されている、普及のための大規模情報キャンペ

ーン、ラジオ、テレビ、新聞、普及資料と視聴覚資料の大量配布を継続実施すれば、国民の間に認知

が進むと期待される。しかしながら、地震による住宅被害リスクを軽減するためには、耐震普及住宅

の認知だけでは十分ではなく、低所得者層の住宅の耐震化を進める必要があり、そのためには、建築

基準及び基準遵守のための制度の改善・強化と同時に、PDM に盛り込まれた外部条件「普及住宅の

ための資金システムが機能する」を満たすため、住宅建設のための公的助成制度が改善・拡充されな

い場合は、当上位目標が達成される見込みは低いと言わざるを得ない。地震を含む自然災害の被災者

救済を目的とした住宅建設支援や、公的補助は僅かながらあるものの、次に起こりうる地震への備え

としての耐震普及住宅建設のための公的支援がないことが確認された。耐震普及住宅の建築促進のた

めには、本プロジェクトの対象である低所得者世帯による耐震普及住宅への認知の向上に加えて、こ

うした公的支援が必要であると考えられる。 

4－5 実施プロセス 

4－5－1 活動実施状況 
プロジェクトは、開始当初の約１年間、実験装置設置やカウンターパートの実験実施にかかる技術

修得に当初予定された以上の時間を要したが、その後は遅れを取り戻し、全体としては概ね計画通り

であった。 

実験準備や実験計画の時間が当初計画に十分盛り込まれていなかったこと、実験にカウンターパー

トが慣れるまでの時間がかかったことで、当初４工法に各 1 年ずつ時間をかける予定であったが、そ

の後時間的な制約もあったことから、２工法の実験を並行的に実施せざるを得ず、第 2、第 3、第 4
工法については半年から 8 ヶ月程度の実験期間となった。また、第 1 工法のブロックパネルについて

は実験データの共有が進まず、関係者に不満が高まったが、その教訓を活かし、その他の工法の実験

ではデータ共有化が進み、状況は改善された。 

4－5－2 プロジェクトのモニタリング 
JICA 本部のモニタリングとしては 2006 年 11 月に中間評価調査団が派遣されており、情報収集を

行い進捗の確認を行った。 

中間評価時点で PDM、PO の修正・説明補足が提言されていたが、最終的には修正が行なわれなか

ったために、PDM と PO が必ずしもモニタリングツールとして効果的ではなかった。プロジェクト
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活動のモニタリングは、合同調整委員会で策定される年次計画や技術委員会及び 4 つの工法実験チー

ムの年次計画に沿って行われた。活動の進捗等は、きめ細かいモニタリングが行われており、その報

告は専門家報告書やプロジェクトの進捗報告書等に取り纏められている。 

4－5－3 コミュニケーション 
本プロジェクトでは、メキシコ人及び日本人専門家が短期に、シャトル的に派遣されており、それ

ぞれの専門家が最大限の努力をしても、現地における指導時間の制約により、きめ細かな対応ができ

ない場合もある。現地赴任期間以外はメールや電話でのやりとり、またエルサルバドル人プロジェク

ト調整員によるフォローアップで対処されている。赴任期間に制約がある中でも、専門家とカウンタ

ーパートとの関係性は良好であり、その理由としては、専門家や調整員がそれぞれの組織における意

思決定プロセスを尊重しながらコミュニケーションの緊密化に務め、問題解決を促したりしながら業

務を推進してきたためだと思われる。技術委員会は毎月開催され、議事録を残している。合同調整委

員会は毎年開催されたが、年に一度のみであり、プロジェクトの運営管理上の課題について十分に討

議する場にはならなかった。従って、コミュニケーション、意思決定、リーダーシップにおいて改善

の余地があった。 

4－5－4 オーナーシップ 
エルサルバドル側のオーナーシップは非常に高かったと言える。カウンターパートは、それぞれの

持つ本来業務に加えた追加業務として本プロジェクトに関与してきた。そのため、実験実施や分析、

会議参加などにかかる時間の捻出は容易ではなく、ひとえに彼らの新しい技術習得への意欲や、低所

得者やエルサルバドル国民に対する社会貢献への意欲に支えられた。 

4－5－5 カウンターパートの配置 
適切であった。エルサルバドルにおける唯一の公立大学である UES、工学部の評価が国内でも高

く、また中米にネットワークを持つ私立大学の UCA、エルサルバドルの NGO として住宅プロジェク

トに多くの実績を有する FUNDASAL、建築基準や住宅政策を管轄する住宅都市開発庁という４つの

機関からカウンターパートが選定されたことによって、研究、普及、行政の各側面からの多面的な取

り組みが可能となった。カウンターパートの人数については、適切であった。 
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第5章 評価 5 項目による評価結果 

合同評価団は、プロジェクトを、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という 5 項目

の観点から評価した。 

5－1 妥当性 
本プロジェクトの妥当性は、以下の理由により本終了時評価時においても大変高いといえる。 

5－1－1 エルサルバドル国の上位政策との整合性 
2006 年 7 月にエルサルバドルと日本との政策協議の中で合意されている５つのイニシアティブの

一つとして防災が位置づけられている他、エルサルバドルの政府計画「安全な国 2004－2009」でも、

国民の安全と住宅のそれぞれが開発優先活動分野とされており、政策的なプライオリティは高い。従

って、エルサルバドル国政府の開発政策との整合性は高かったと結論づけることができる。 

5－1－2 ターゲットグループのニーズとの合致 
2001 年に起きた地震で被害を受けた多くの住宅が低所得者層のものであったことから、本プロジ

ェクトのターゲットグループは低所得者層と位置づけられている。地震頻発国であるエルサルバドル

において、これら住民が暮らす住宅の耐震性を高めるニーズは大きいと確認された。 

5－1－3 日本の開発援助政策との整合性 
日本のエルサルバドルに対する援助重点分野の一つとして「持続的開発のための環境保全」が示さ

れており、その中の開発課題「生活環境整備」と「開発のための脆弱性の克服」があり、特に後者の

協力プログラムには「防災体制の強化」があることから、本プロジェクトは同プログラムの下に位置

づけることができる。従って、本プロジェクトは我が国の開発援助政策と整合している。 

5－1－4 日本の技術的比較優位性 
2001 年に起きた地震で被害を受けた低所得者層の暮らす住宅の耐震性を高めるための技術・知識

がエルサルバドルには不足していた。地震国である日本の住宅耐震化技術は世界的にも進んでおり、

当プロジェクトに協力しているメキシコを始めとして世界各国で住宅耐震技術にかかる協力を展開

してきたことから、日本の技術的比較優位性を活かすことのできる協力であったと判断される。 

5－1－5 カウンターパート機関選定の適切性 
国家レベルで住宅政策の立案・実施を管轄する公共事業省住宅都市開発庁、エルサルバドルの唯一

の公立大学である UES と工学系で秀でた学術実績を有する UCA を耐震工学の学術知識・技術の移転

対象とし、また住宅普及に最も実績を持つ NGO の FUNDASAL の４機関をカウンターパートとした

ことは、非常に適切であったと言える。 

5－2 有効性 
本プロジェクトの有効性は高いと言える。 
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終了時評価時点においては、アウトプット 5 については、実施がやや遅れているものの、５つ全て

のアウトプットが、プロジェクト目標達成に向けて貢献しており、プロジェクト目標がプロジェクト

終了時までに達成できる見込みは高い。（4－3「プロジェクト目標達成の見込み」参照） 

促進要因として、（1）適切な技術知識・経験を有する日本人及びメキシコ人専門家が派遣され、エ

ルサルバドル国が持ち合わせていなかった分野の能力向上が図られた、（2）プロジェクト目標を達成

するために必要とされる政府、研究機関、普及組織（NGO）の 3 つのセクターを代表するカウンタ

ーパート機関の効果的な協働体制が取られた、の 2 点が挙げられた。 

阻害要因としては、プロジェクトの対象である「低所得者」の定義がプロジェクト内で合意される

ことがなかったため、目標とする耐震性とコストの均衡点（どの水準の耐震性を目指し、どの程度の

コストを許容するのか）について関係機関間で相違があった。 

5－3 効率性 
本プロジェクトの効率性は、高いと言える。 

アウトプット達成のために必要とされた投入の量・質・タイミングに関しては、エルサルバドル、

メキシコおよび日本側で概ね適切であった。日本人及びメキシコ人専門家については、当初は 1 ヶ月

程度の派遣がエルサルバドル側から要請されていたが、それぞれの派遣国における専門家の業務の都

合で日本人専門家については 2 週間程度、メキシコ人専門家については 1 週間程度の派遣期間となっ

た。 

プロジェクトの運営管理については、エルサルバドル人のプロジェクト調整員が、メキシコ人及び

日本人の長期専門家が不在の中で当案件の効率的な運営管理に貢献したことが評価される。その一方

で、関係機関間でプロジェクト実施上の課題について実質的な討議を行なう場が確保されておらず、

効率的なプロジェクト運営に課題があったとの指摘がプロジェクト関係者からなされた。 

5－4 インパクト 
 

上位目標 指標 

低所得者層の地震被害が軽減される プロジェクトによって開発された耐震普及住宅が、国全

体の 38.8%にあたる 558,000 の低所得世帯（農村地域：

53.7%；都市地域 29.8%）に認知される。 

 

上位目標を達成するためには、多くの耐震普及住宅が建設される必要があり、その条件を充足させ

るには長い年月と多大な投資が必要とされることから、プロジェクト終了から 3～5 年を経て達成す

ることが期待される上位目標としては、目標設定が高すぎたと判断した。また、指標についても、プ

ロジェクトによる耐震普及住宅が全世帯の 38.8%を占める貧困層世帯（約 558,000 世帯）に認知され

たかどうかという指標の数値を示すデータを獲得するには、大規模な意識調査を実施する必要もある

ことから、指標の確認は非常に難しく、正確な数字を入手することはほぼ不可能であると判断した。 
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現在展開されている、普及のための大規模情報キャンペーン、ラジオ、テレビ、新聞、普及資料と

視聴覚資料の大量配布を通じた普及活動を継続実施すれば、国民の間に認知が進むと期待される。し

かしながら、地震による住宅被害リスクを軽減するためには、耐震普及住宅の認知だけでは十分では

なく、低所得者層の住宅の耐震化を進める必要がある。そのためには、建築基準及び基準遵守のため

の制度の改善・強化と同時に住宅建設にかかる公的助成制度が改善・拡充される必要があり、それら

が現在のところ実施されていないことから、当上位目標がどの程度達成されるかについては、現時点

では不明である。 

想定されていなかったマイナスのインパクトは観察されず、プラスの影響としては、下記の５つが

挙げられた。 

1. これまで共通目的のために協働する機会が少なかった政府、研究機関、普及組織（NGO）の３

つのセクターを代表するカウンターパート機関が、非常に有効な協働体制を構築したことで、

関係者の間で連携の重要性が認識された。今後、政府機関－大学－NGO の協力のモデルとなる

ことが期待される。 
2. エルサルバドルを代表する大学である UCA と UES とが、当プロジェクトを通じて協力関係を

構築できたことから、今後他分野における両大学の学術交流が促進されると期待される。 
3. JICA の実施している「シャーガス病対策フェーズ 2」と協力して、改良アドベ工法にシャーガ

ス病対策の工夫を盛り込んだ（アドベの壁に上塗りを施すことで媒介虫が壁の割れ目・隙間な

どに潜むのを防止）ことで、今後改良アドベ住宅の普及を通じてシャーガス病予防への寄与が

期待される。 
4. UES と UCA が土木工学部内に地震工学/耐震工学の修士課程の設置を検討しており、本プロジ

ェクトを通じて育成された研究者が中心的役割を果たすことが想定されている。 
5. ニカラグアやグアテマラなど他の中米地域にある大学との住宅耐震化の分野における学術交流

が始まっている。 
 
上記のプラスの影響がプロジェクト全体のインパクトを高めたことから、本プロジェクトのインパ

クトは、高いと言える。 

5－5 自立発展性 
本プロジェクトの効果の自立発展性は、概ね高いと言える。 

5－5－1 政策・制度面 
終了時評価時点においては、住宅政策に普及住宅の耐震化が明確に謳われておらず、政策面でのよ

り強固な自立発展への支援が必要とされる。 

また、地震被害を軽減するためには、個別の住宅の耐震化を図るだけではなく、軟弱地盤地域の宅

地化を避け、災害リスクの高い地域に居住しがちな貧困層にも配慮しつつ、地震以外の災害リスクも

考慮した都市計画・地域開発計画の面からのアプローチも必要であることから、エルサルバドル政府

によるこれらの側面からの取組みが今後期待される。 
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5－5－2 組織・財政面 
カウンターパートである４機関それぞれのプロジェクトに対するオーナーシップは高い。それぞれ

実績のある安定した組織であり、人材の定着度も高いため、その存続が期待できる。しかし、一方で

カウンターパート機関４つの協働体制の自立発展性を確保するためには、プロジェクトに代わる 4
機関の間の調整を行なう何らかのメカニズム（例えば普及住宅改善委員会）が設置される必要があり、

終了時評価時点では、その必要条件が満たされる可能性については充分に確認できなかった。 

住宅都市開発庁はプロジェクトの継続性と自立発展性を確保するために、住宅建築を管理、改善、

施行する役割を持つ「都市計画・建設に係る基準策定・調査研究課」を創設した。 

財政面について、各カウンターパート機関においては必要な人件費や実験設備維持管理費などの管

理費については確保されることが想定されるものの、耐震普及住宅の研究や普及を進めるための事業

経費の不足が見込まれ、大規模構造実験棟や傾斜台を活用した構造実験を有料で受託するなど、資金

獲得の方策を今後講じる必要がある。 

5－5－3 技術面 
アウトプット 2 に示されるように、プロジェクト終了時までには 31 名の研究者・技術者が育成さ

れる見込みであり、学術機関である UES、UCA ともに養成された研究者・技術者の定着度は高い。

同時に UCA と UES については、本プロジェクトを通じて新設された実験施設を用い、かつ育成され

た人材が中心となって地震工学修士号コースの新設を検討していることから、継続的に地震工学にか

かる研究者が養成される可能性が高い。普及については、普及に関する研修に５名がメキシコで、2
名が日本で参加し、更に、20 名がエルサルバドル国内で研修を受けている。資機材の維持管理は適

切に行なわれており、カウンターパートが継続して実施する見込みである。従って、技術的自立発展

性は高いと言える。 

ブロックパネル工法と改良アドベ工法については、FUNDASAL が同工法を適用して住宅建設を推

進してきた実績を持つ。コンクリートブロック工法については、既に全国的に普及している。 

ソイルセメント工法については、レンガの材料としては新しいが作製は容易であり、建設工法自体

は既に普及している焼成レンガを使った枠組レンガ造工法等と同様である。従って、プロジェクトで

耐震性を検証した４つの工法は技術面における自立発展性は高いと言える。 

なお、耐震性能は住宅に求められる様々な性能のうちのひとつでしかなく、耐震性能が優れている

だけでは普及は困難である。今後は、プロジェクトで耐震性を検証した４工法の居住環境に関わる性

能（例えば断熱性能など）の試験も行ったうえで、住居としての快適性の向上を図る努力も必要とな

る。 

5－5－4 社会面 
改良アドベ工法については、土を使った建築工法が、農村地域において伝統的・文化的に広く受け

入れられていることもあり、社会面における自立発展性は高いと考えられる。 
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第6章 評価結果の結論 

プロジェクト目標の達成に向け、アウトプットは着実に達成されつつあり、2008 年 11 月のプロジ

ェクト終了時までには目標達成が見込まれている。評価 5 項目の観点からは、プロジェクトの妥当性

は非常に高く、有効性、効率性、インパクトも高いと判断された。技術面、社会面での自立発展性は

高いものの、政策面、及び組織・財政面については、改善の余地があることから、自立発展性につい

ては、概ね高いと判断された。 

プロジェクトの協力期間終了までに、目標の達成が見込まれることから、本プロジェクトについて

は、計画通り 2008 年 11 月に終了することを提言する。 
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第7章 提言と教訓 

7－1 プロジェクト終了時までに取るべき措置に関する提言 
（1）住宅都市開発庁は、本プロジェクトの関係機関を含み普及住宅建設に関係するステークホル

ダーの参加を得て、PDM のプロジェクト目標の指標３に言及されている「普及住宅改善委員会」

を組織し、耐震性向上、居住環境改善、コスト低減など、普及住宅の改善に向けた諸課題に継

続的に取り組み、検討を行う体制を構築すべきである。また、同委員会において、UCA の大規

模構造実験棟、及び UES の傾斜台を、普及住宅の耐震性向上に向けて最大限に活用するための

利用戦略を検討・策定すべきである。2008 年 4 月に住宅都市開発庁が主導し、建設分野の研究

促進機関として FUNDACONSTRUCCION が設立された。同機関は、2 つの私立大学、NGO、民

間企業などの建設関係者により構成されており、同機関に「普及住宅改善委員会」に期待され

る役割を果たさせることも検討すべきである。 
（2）UCA 及び UES は、住宅都市開発庁及び FUNDASAL と協力し、本プロジェクトで耐震性を

検証した４工法の普及促進に資するため、４工法の普及特性（各工法の特徴、利点・欠点、適

合地域の条件、不適合地域の条件、コストなどを含む）を整理した資料を作成すべきである。 
（3）UCA の大規模構造実験棟の利用マニュアルは既に作成されているが、UES の傾斜台につい

ても、同大学が中心となって利用マニュアルを作成すべきである。 

7－2 プロジェクト終了後に取るべき措置に関する提言 
（1）住宅都市開発庁は、住宅耐震化にかかる目標と具体的施策を、国家住宅政策に盛り込むべき

である。 
（2）住宅都市開発庁は、住宅建築に係る現行の法令や技術基準を、科学的手法による研究・開発

を適用して改善するとともに、これら法令・基準の遵守を確保するための建築行政制度の強化、

普及住宅建築に対する公的助成制度の拡充などに継続的に取り組むべきである。 
（3）現在、「ピソ・サルダブレ（衛生的な床）」プロジェクトなどにより改良アドベ工法とコンク

リートブロック工法を用いた住宅建設支援の実施を予定しているが、これらの工法に加え更に

ブロックパネル工法やソイルセメント工法も活用し、貧困層への住宅建設支援を拡充すべきで

ある。 
（4）住宅都市開発庁は、普及住宅改善委員会を活用し、政府機関、民間企業、地方自治体、及び

NGO の協力を盛り込んだ耐震住宅普及戦略を検討し策定すべきである。 
（5）本プロジェクトの関係４機関は、既存住宅の耐震補強に関する研究開発と普及に取り組むべ

きである。 
（6）本プロジェクトの関係４機関は、大学間交流、広域プロジェクト（中米広域防災能力向上プ

ロジェクトなど）、及び中米統合機構（SICA）を通じて開催される中米住宅大臣定期会合、普

及住宅建築分野 NGO ネットワークなどを活用し、本プロジェクトによる成果の中米地域内各国

への波及に取り組むべきである。 
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7－3 プロジェクト実施を通じて得られた教訓 
（1）多機関が参画するプロジェクトでは、プロジェクトにおけるそれぞれの役割を明確化し、関

係機関間の連絡・調整を円滑化する運営管理上の仕組みを確立しなければ、関係機関間の意思

統一と効果的な連携協力が困難となる。 
（2）住宅耐震化は、個別住宅の耐震性強化を図るだけではなく、地震以外の災害リスク、居住環

境、社会的弱者などへも配慮しつつ、都市開発・地域開発事業の一環として進めなければ、十

分な価値を生み出すことができない。 
（3）プロジェクトの計画段階においては、活動の実施者が新しい技術を適用するにあたっての未

習熟さを考慮して、初期の段階に十分な時間的余裕を確保する必要がある。 
（4）プロジェクト活動の効果的な広報普及のためには、全てのプロジェクト協力機関による決意

と努力が必要である。 
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添付資料 1 調査日程 
 

 日付 活動 

1 5 月 6 日（火） 移動（東京→サンサルバドル） 

2 5 月 7 日（水） ・JICA エルサルバドル事務所打合せ  
・日本大使館表敬 
・プロジェクト調整員との会議 
・エルサルバドル側合同評価団員との打合せ 

3 5 月 8 日（木） ・ブロックパネル工法モデルハウス視察(Santa Tecla) 
・住宅都市開発副大臣表敬 
・住宅都市開発庁カウンターパートとの会議 
・プロジェクトカウンターパートによる進捗・成果の発表  

4 5 月 9 日（金） ・中米大学 (UCA)副学長表敬及びカウンターパートとの会議 
・国立エルサルバドル大学（UES）の傾斜台視察 
・UES 学長表敬及び UES カウンターパートとの会議 

5 5 月 10 日（土） ・住宅都市開発庁建設のブロックパネル工法住宅視察 (Turín) 
・ブロックパネル工法モデルハウス視察(Juayua)  
・ソイルセメント工法モデルハウス視察(San Julian and San Antonio del Monte) 

6 5 月 11 日（日） ・改良アドベ工法モデルハウス視察 (Suchitoto) 

7 5 月 12 日（月） ・エルサルバドル開発・普及住宅財団（FUNDASAL）代表表敬及びカウンタ

ーパートとの会議 
・世界銀行エルサルバドル事務所との会議 
・スペイン国際協力庁との会議 

8 5 月 13 日（火） ・合同評価レポート案の作成 

9 5 月 14 日（水） ・合同評価レポート協議 

10 5 月 15 日（木） ・合同評価レポート協議 
・住宅都市開発副大臣への終了時評価結果概要説明 
・合同評価レポート署名 

11 5 月 16 日（金） ・第 6 回合同調整委員会における終了時評価結果概要報告 
・JICA エルサルバドル事務所報告 
・日本大使館報告 

12 5 月 17 日（土） ・終了時評価調査報告書作成 

13 5 月 18 日（日） ・終了時評価調査報告書作成 
移動 サンサルバドル→メキシコシティ（団長／総括のみ） 

14 5 月 19 日（月） ・プロジェクト第 2 フェーズ計画ワークショップへのオブザーバー参加 

15 5 月 20 日（火） ・プロジェクト第 2 フェーズ計画ワークショップへのオブザーバー参加 
移動 エルサルバドル→東京（日本到着は 5 月 22 日） 
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添付資料 2 主要面談者リスト 
 
(1) Vice Ministerio de Vivienda y Desarrollo Urbano (VMVDU)  

公共事業省 住宅都市開発庁 
Ing. Etna Mabel Artiga de Soundy Viceministra, Presidente del Comité Coordinador Conjunto

住宅都市開発担当副大臣 （合同調整委員会議長） 
Ing. René Ayala Molina Director Ejecutivo de la Oficina Nacional de Desarrollo 

Territorial (ONDET), Coordinador del Proyecto y del 
Comité Coordinador Conjunto 

 国土開発局長 （合同調整委員会コーディネーター） 
Arq. Oscar Armando López Coordinador, Unidad de Investigación y Normas de 

Urbanización y Construcción (UNICONS), Presidente del 
Comité Técnico 都市計画・建設に係る基準策定・調査研

究課調整官（技術委員会議長） 
Ing. William Alexander Flores          Gerente, Oficina de Asentamientos Humanos (OFAH) 居住地

局 課長 
Ing. Oscar Orlando Santamaría Gerencia de Atención al Ciudadano, Trámites y Estándares 

de la Construcción (GACTEC) 市民対応・建設手続・建

築基準課 
 

(2) Universidad Centroamericana “José Simeón Cañas” (UCA) 中米大学 
Ing. William Marroquín Vice Rector Académico, Vicepresidente Comité 

Coordinador Conjunto 
 学術副学長 （合同調整委員会副議長） 
Ing. Reynaldo Zelaya   Jefe del Departamento de Mecánica Estructural 
     構造力学科長 
Ing. Patricia Méndez de Hasbun Catedrática, Investigadora de Materiales 
     教員、材料研究者 
Ing. Nelson Ayala   Catedrático, Investigador 教員、研究者 
Ing. Emilio Ventura   Catedrático, Coordinadora del Sistema Bloque Panel 
     教員、ブロックパネル工法研究コーディネーター 
Ing. Carlos Rivas   Catedrático, Investigador 教員 研究者 
Lic. Nataly Guzmán   Catedrático, Miembro del Equipo de Difusión  

教員、普及チーム構成員 
Ing. Roberto Merlos   Catedrático, Coordinador del Bloque de Concreto 

教員、コンクリートブロック工法研究コーディネーター 
Lic. Alfonso Olmedo   Audiovisuales 視聴覚資料作成担当（普及グループ） 
Lic. Judith Ochoa Martel  Audiovisuales 視聴覚資料作成担当（普及グループ） 
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(3) Universidad de El Salvador (UES) エルサルバドル国立大学 
MSc. Rufino Antonio Quezada Sánchez  Rector 学長 
Ing. Mario Roberto Nieto Lovo       Decano, Miembro del Comité Coordinador Conjunto 
                                   学部長 （合同調整委員会構成員） 
Ing. Ada Ruth González Nieto  Secretaria de Relaciones Nacionales e Internacionales 
     国内・国際関係室長 
Lic. Cristina Magaly Portillo Escobar Coordinador コーディネーター 
Arq. María Teresa Hernández Colato Catedrática, Miembro del Equipo de Difusión 
     教員、普及チーム構成員 

   Sr. Ramón Evelio López Hernández Técnico laboratorista, Técnico 実験室技術者 
   Sr. Carlos Escobar   Investigador 研究者 
   Sr. Fredy Fabricio Orellana  Director, Escuela de Ingeniería Civil 
     土木工学科長 
   Sr. Manuel de Jesús Gutiérrez  Coordinador de investigadores 
     研究コーディネーター 
 
(4) Fundación Salvadoreña de Desarrollo y Vivienda Mínima (FUNDASAL) 

エルサルバドル開発・普及住宅財団 
Lic. Edin Martínez Director Ejecutivo, Miembro del Comité Coordinador 

Conjunto 事務局長（合同調整委員会構成員） 
Ing. Rosa Delmy Núñez de Hércules Colaboradora Técnica, Miembro del Equipo de 

Investigadores y del Equipo de Difusión 
 技術部員（研究チーム及び普及チーム構成員） 
Arq. Sonia Quehl de Escobar Colaboradora Técnica, Miembro del Equipo de Difusión 技

術部員（普及チーム構成員） 
Ing. Juan C. Paredes Colaborador Técnico 技術部員 
Ing. José Alfredo Aguilar Coto Colaborador Técnico, Miembro del Equipo de 

Investigadores 技術部員（研究チーム構成員） 
Lic. Ernesto Martínez   Colaborador Técnico, Miembro del Equipo de Difusión  

技術部員（普及チーム構成員） 
Lic. José Armando Salazar  Jefe de UPRODE 開発事業部長 

 
(5) 日本国大使館 

加来 至誠                   特命全権大使 
塚本 剛志                   書記官 

 
(6) JICA エルサルバドル事務所 

木村 聡                     次長 
細川 幸成                   所員 
Lic. Jorge Barreiro   プロジェクト調整員 
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添付資料 3 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 
 
プロジェクト名：エルサルバドル国耐震普及住宅の建築普及技術改善プロジェクト 
ターゲットグループ：低所得者層 
対象地域：エルサルバドル全国 
協力期間：5 年間 
PDM 作成日：2003 年 8 月 14 日 

プロジェクトの 
要約 評価指標 指標データの 

入手手段 外部条件 

上位目標 
低所得者層の地震被
害が軽減される。 

プロジェクトによって開発された耐震
普及住宅が、国全体の 38.8%にあたる
558,000 の低所得世帯（農村地域：
53.7%；都市地域 29.8%）に認知される。

サンプリング調査 普及住宅のため
の資金システム
が機能する。 

1. 400 人を超える人々が耐震普及住宅
モデルに関連する技術研修に参加
する。 

実施機関による報
告・評価／研修受講
者への質問表調査
の結果 

2. 20 軒を超える耐震モデルハウスが
建築される。 

実施機関からの報
告 

プロジェクト目標 
低所得者向け普及住
宅の耐震性が改善さ
れる。 

3. プロジェクト終了後の実験所運営
方針が普及住宅改善委員会によっ
て策定される。 

実施機関からの報
告 

国家の住宅政策
が維持される。 
 
普及住宅の建築
工法の研究と普
及が継続する。 

成果１ 
普及住宅の耐震性実
験のための設備と、
実験実施体制が整備
される。 

1-1 機材が適切に設置され稼動する。 
1-2 実験所の運営に必要な人員と運営

マニュアルが整う。 

実施機関と専門家
からの報告 
実験所使用マニュ
アル 

成果２ 
実施機関の研究者、
技術者が耐震実験技
術を習得し、普及員
の普及能力が向上す
る。 

2-1 30 人を超える研究者、技術者が研
修を受け、専門家の指導を受けずに
実験を実施できるだけの技術水準
に達する。 

2-2 少なくとも 5 人が普及技術の研修
を受け、技術を向上させる。 
（研究者、技術者の数が 0 人から
30 人に増加する。） 

専門家による技術
評価および研修参
加者の報告書 

成果３ 
耐震普及住宅モデル
が完成する。 

４タイプの普及住宅工法が試験され、各
工法による耐震普及住宅モデルが完成
する。 
（耐震性を確認されたモデルの数が 0
から 4 に増加する。） 

実施機関と専門家
からの報告 

機材が予定通り
到着する。 
研修を受けた人
員が辞職しない。
市政府とコミュ
ニティが普及さ
れるモデルに関
心を抱く。 

成果４ 
耐震普及住宅モデル
の普及システムが確
立する。 

4-1 ４タイプの耐震普及住宅工法によ
るモデルハウスが建築される。 

4-2 ４タイプの普及ツールがそれぞれ
作成される。 

4-3 普及グループが組織され、普及技術
の研修が実施される。 

実施機関からの報
告および普及グル
ープからの研修報
告 

成果５ 
低所得者層において
耐震普及住宅の建築
が促進される。 

低所得者層を対象とした「普及住宅改善
パイロット・プログラム」が実施される。

実施機関からの報
告 
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投入 
エルサルバドル 日本 メキシコ 

2003 年 
専門家： 
機材の作製

監理（1 人分

の航空券お

よび旅費 14
日分） 
 
2004 年予定 
専門家： 
機材の設置

と取扱いの

監督（1 名分

の航空券お

よび旅費 30
日分） 
 
研修： 
30 日間の初

期研修 
毎年 15 日間

の実験研修 
 

活動 
1.1 必要な実験施設の内容を決定する。 
1.2 実験所の反力床と反力壁のデザインを決

め、入札をおこなう。 
1.3 実験所の建築デザインを作成する。 
1.4 実験所と施設の構造設計をおこなう。 
1.5 建物の建設地を決める。 
1.6 反力床と反力壁を建設する。 
1.7 建物を建築する。 
1.8 機材調達の手続きを行う。 
1.9 実験所に機材を設置する。 
1.10  実験所の運営計画を作成する。 
1.11  実験所の組織構成を決定する。 
 
2.1 研修計画に沿って研修を実施する。 
2.2 メキシコで第 1 回目の研修を実施する。 
2.3 メキシコで第 2 回目の研修を実施する。 
2.4 耐震試験の研修を実施する。 
2.5 普及の研修を実施する。 
2.6 技術交換プログラムを実施する。 
 
3.1 研究をおこなう材料を選定する。 
3.2 材料の実験サンプルを準備する。 
3.3 既存の実験施設で材料実験を行う。 
3.4 材料の物理的・力学的性質を改善する。 
3.5 改善された材料の実験サンプルを準備す

る。 
3.6 改善を確認するための実験を行う。 
3.7 実験の結果を報告書にまとめる。 
3.8 研究を行う建築工法を選定する。 
3.9 必要に応じて建築工法の改善を行う。 
3.10 実験を行う壁のサンプルを準備する。 
3.11 壁の強度実験を行う。 
3.12 壁の力学的性質を改善する。 
3.13 改善された壁の実験を行う。 
3.14 壁の実験結果を報告書にまとめる。 
3.15 対象建築工法で作った構造体の実験サ

ンプルを準備する。 
3.16 構造体の強度実験を行う。 
3.17 改善された建築工法の検証を行う。 
3.18 実験結果を報告書にまとめる。 
3.19 住宅建築技術基準に対する改善の提言

を取りまとめる。 
 
4.1 モデルハウスを建築するコミュニティを

選定する。 
4.2 モデルハウスを建築する。 
4.3 研修教材（パンフレット、ビデオ、マニ

ュアル、模型等）を作成する。 
4.4 新聞、ラジオ、テレビを通じて情報資料

を広報する。 
4.5 普及活動に参加する地方政府、大学、NGO

人員： 
1. プロジェクト・ダ

イレクター（住宅

都市開発庁） 
2. プロジェクト・マ

ネージャー（住宅

都市開発庁） 
3. プロジェクト・コ

ーディネーター

（住宅都市開発

庁） 
4. 実験所長（UCA）

5. カウンターパー

ト 
5-1 研究者 
住宅都市開発庁 1 人

UCA 3 人 
UES 3 人 
FUNDASAL 2 人 
5-2 技術者 
UCA 2 人 
UES 1 人 
FUNDASAL 1 人 
5-3 普及員またはト

レーナー 
住宅都市開発庁 1 人

UCA 人 
UES 1 人 
FUNDASAL 2 人 
*人員の数は実施機

関の人員体制に応じ

て変わり得る。 
6. 管理および支援

スタッフ 
管理者（住宅都市開

発庁 １人、UCA１

人） 
秘書（住宅都市開発

庁） 
運転手（住宅都市開

発庁） 
その他必要な支援ス

タッフ（住宅都市開

発庁） 
 
 
活動経費： 
住宅都市開発庁: 活
動実施経費 
毎年 15,000 米ドル以

専門家： 
実験所の機能決定 
実験所の設計 
機材の設置と取扱

いの監督（1 人×30
日間） 
試験の実施 
（1 人×30 日間を 4
年間） 
（第三国専門家 1 人

×60 日間を 4 年間） 
建築工法の普及（1
人×30 日間を 4 年

間） 
プロジェクト・コー

ディネーター1 名×

5 年間 
 
研修： 
30 日間の初期研修

（8 人分の航空券と

旅費を2004年中に2
回） 
資材費 3,000 米ドル

を 2 回 
2005 年から 2007 年

の間、毎年 15 日間

の実験研修 
資材費 
2004 年から 2006 年

の間、毎年 15 日間

の普及研修 
本邦研修（2 名×2
年間） 
 
資機材： 
反力実験システム 
実験所の基本的機

材・道具 
補足的資材 
 
 
活動経費： 
イベント実施経費 
モデルハウス建設

経費 
研修教材作成費 
 
調査団派遣： 
1. プロジェクト開

前提条件 
住宅都市開

発庁、UCA、

UES 、 及 び

FUNDASAL
の活動の優

先順位が変

わらない。 
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を選定し、研修を行う。 
4.6 普及を実施するパイロット地域及び研修

参加者を選定する。 
4.7 研修参加者が習得した技術を組織内で、

及び地元技術者や住民に移転することを

促進する。 
 
5.1 FONAVIPO などの他機関と協調し、普及

住宅改善の総合的パイロットプログラム

を策定する。 

上 
UCA: 毎年 864 米ド

ルの実験所経費 
 
資機材： 
住宅都市開発庁, 
UES, FUNDASAL: 
資材の提供 
UCA, UES: 実験実

施のための既存機材

の提供 
 
施設： 
UCA: 実験所の建物

及び土地 
FUNDASAL: 研修セ

ンター 

始時の調査団 
2. 中間評価調査団 
3. 終了時評価調査

団 

住宅都市開発庁: 住宅都市開発庁  UCA: 中米大学   UES: 国立エルサルバドル大学 
FUNDASAL: エルサルバドル開発・普及住宅財団  FONAVIPO: 普及住宅国家基金 
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評
価

グ
リ
ッ

ド
 

実
績

（
P

e
rf

o
rm

a
n
c
e
)

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

・
情

報
収

集
手

法
調

査
手

法

投
入

の
実

施
状

況

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
側

投
入

（
C

P
配

置
、

施
設

機
材

、
予

算
配

置
、

運
営

費
等

）
は

計
画

通
り

実
行

さ
れ

た
か

？
投

入
実

績
投

入
実

績
表

、
専

門
家

自
己

評
価

表
資

料
レ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票
調

査
・
聞

き
取

り

日
本

側
投

入
（
専

門
家

配
置

、
C

P
研

修
、

施
設

機
材

、
運

営
費

等
）
は

計
画

通
り

実
施

さ
れ

た
か

？
投

入
実

績
投

入
実

績
表

、
専

門
家

自
己

評
価

表
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

1
.1

 適
切

に
機

材
が

据
え

つ
け

ら
れ

、
機

能
し

て
い

る
か

ど
う

か
年

間
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
、

業
務

報
告

書
、

事
業

進
捗

状
況

報
告

書
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P

資
料

レ
ビ

ュ
ー

質
問

票
調

査
・
聞

き
取

り

1
.2

 実
験

室
運

営
の

た
め

の
人

員
配

備
と

運
営

マ
ニ

ュ
ア

ル
作

成
状

況
業

務
報

告
書

、
事

業
進

捗
状

況
報

告
書

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

2
.1

　
3
0
人

以
上

の
研

究
者

、
技

術
者

が
研

修
を

受
け

、
専

門
家

の
指

導
が

な
く
て

も
実

験
が

可
能

な
技

術
レ

ベ
ル

を
習

得
し

て
い

る
か

ど
う

か
。

（
現

在
値

0
名

→
目

標
値

3
0
名

）
を

確
認

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

記
録

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

2
.2

　
研

修
を

受
け

た
普

及
担

当
者

数
（
目

標
値

5
名

）
業

務
報

告
書

、
事

業
進

捗
状

況
報

告
書

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

3
 ：

「
耐

震
普

及
住

宅
モ

デ
ル

が
完

成
す

る
」
は

達
成

さ
れ

た
か

。
3
.1

　
耐

震
実

験
の

行
な

わ
れ

た
普

及
住

宅
そ

れ
ぞ

れ
の

の
耐

震
普

及
住

宅
モ

デ
ル

の
完

成
状

況
（
現

在
値

0
→

目
標

値
4
モ

デ
ル

）
業

務
報

告
書

、
事

業
進

捗
状

況
報

告
書

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
聞

き
取

り

4
.1

 4
種

類
の

耐
震

普
及

住
宅

の
モ

デ
ル

ハ
ウ

ス
の

完
成

状
況

（
目

標
：
４

種
類

が
完

成
）

業
務

報
告

書
、

事
業

進
捗

状
況

報
告

書
、

モ
デ

ル
ハ

ウ
ス

訪
問

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P

資
料

レ
ビ

ュ
ー

聞
き

取
り

4
.2

　
普

及
用

ツ
ー

ル
の

作
成

状
況

（
目

標
：
４

種
類

完
成

）
業

務
報

告
書

、
事

業
進

捗
状

況
報

告
書

、
普

及
ツ

ー
ル

の
実

物
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P

資
料

レ
ビ

ュ
ー

聞
き

取
り

4
.3

　
普

及
グ

ル
ー

プ
の

組
織

状
況

(目
標

：
組

織
化

終
了

）
、

ま
た

、
実

施
さ

れ
て

い
る

普
及

の
た

め
の

技
術

指
導

に
つ

い
て

の
関

係
者

意
見

業
務

報
告

書
、

事
業

進
捗

状
況

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
・
普

及
グ

ル
ー

プ

資
料

レ
ビ

ュ
ー

聞
き

取
り

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

5
：

「
「
低

所
得

者
層

に
お

い
て

耐
震

普
及

住
宅

の
建

築
が

促
進

さ
れ

る
」
は

達
成

さ
れ

た
か

。

5
.１

　
開

催
予

定
の

低
所

得
者

層
を

対
象

と
し

た
「
耐

震
住

宅
普

及
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ロ

グ
ラ

ム
」
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
に

つ
い

て
の

準
備

状
況

（
目

標
：
実

施
終

了
）

業
務

報
告

書
、

事
業

進
捗

状
況

報
告

書
、

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

材
料

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P

資
料

レ
ビ

ュ
ー

聞
き

取
り

１
．

耐
震

普
及

住
宅

モ
デ

ル
に

関
連

す
る

技
術

研
修

へ
の

参
加

者
数

。
4
0
0
人

以
上

と
な

っ
て

い
る

か
ど

う
か

確
認

。
業

務
報

告
書

、
事

業
進

捗
状

況
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

、
聞

き
取

り

2
. 
耐

震
普

及
モ

デ
ル

住
宅

の
建

設
数

。
そ

れ
が

2
0
軒

以
上

、
建

設
さ

れ
て

い
る

か
ど

う
か

確
認

。
業

務
報

告
書

、
事

業
進

捗
状

況
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
聞

き
取

り
調

査

3
. 
普

及
住

宅
委

員
会

に
よ

り
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

の
実

験
室

管
理

運
営

政
策

が
決

定
さ

れ
、

必
要

に
応

じ
て

改
善

さ
れ

る
て

い
る

か
ど

う
か

を
確

認
。

業
務

報
告

書
、

事
業

進
捗

状
況

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

、
聞

き
取

り

指
標

で
設

定
さ

れ
た

上
記

数
値

以
外

に
も

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
が

達
成

さ
れ

た
こ

を
示

す
（
根

拠
と

な
る

）
サ

ポ
ー

テ
ィ

ン
グ

デ
ー

タ
が

あ
れ

ば
示

す

業
務

報
告

書
、

事
業

進
捗

状
況

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

、
聞

き
取

り

上
位

目
標

達
成

の
見

込
み

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
5
年

以
内

に
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
も

た
ら

し
た

ア
ウ

ト
カ

ム
を

用
い

て
「
エ

ル
サ

ル
バ

ド
ル

国
に

お
け

る
低

所
得

者
層

の
地

震
被

害
が

軽
減

さ
れ

る
」
見

込
み

が
あ

る
か

？

地
震

被
害

の
軽

減
そ

の
も

の
を

計
測

す
る

こ
と

は
（
も

う
一

度
地

震
が

起
こ

ら
な

い
限

り
）
不

可
能

で
あ

る
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
る

耐
震

普
及

住
宅

が
全

世
帯

の
3
8
.8

％
（
農

村
部

5
3
.7

％
、

都
市

部
2
9
.8

％
:2

0
0
0
年

）
を

占
め

る
貧

困
層

世
帯

（
約

5
5
8
,0

0
0
世

帯
）
に

認
知

さ
れ

た
か

ど
う

か
、

少
な

く
と

も
認

知
度

の
上

昇
傾

向
に

あ
る

こ
と

を
示

す
デ

ー
タ

業
務

報
告

書
、

事
業

進
捗

状
況

報
告

書
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

投
入

の
実

施
状

況

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

１
：

「
「
普

及
住

宅
の

耐
震

性
実

験
の

た
め

の
設

備
と

、
実

験
実

施
体

制
が

整
備

さ
れ

る
」
は

達
成

さ
れ

た
か

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
見

込
み

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
ま

で
に

、
「
低

所
得

者
向

け
普

及
住

宅
の

耐
震

性
が

改
善

さ
れ

る
」
」
見

込
み

が
あ

る
か

？

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
状

況
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
4
：

「
耐

震
普

及
住

宅
モ

デ
ル

の
普

及
シ

ス
テ

ム
が

確
立

す
る

」
は

達
成

さ
れ

た
か

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

2
 ：

「
実

施
機

関
の

研
究

者
、

技
術

者
が

耐
震

実
験

技
術

を
習

得
し

、
普

及
員

の
普

及
能

力
が

向
上

す
る

」
は

達
成

さ
れ

た
か

。
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調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

活
動

実
施

状
況

活
動

は
計

画
通

り
実

施
さ

れ
た

か
？

計
画

と
乖

離
し

た
（
も

し
、

あ
れ

ば
）

理
由

活
動

の
実

施
状

況
業

務
報

告
書

、
事

業
進

捗
状

況
報

告
書

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

、
聞

き
取

り

技
術

移
転

技
術

移
転

の
方

法
に

問
題

は
な

か
っ

た
か

？
技

術
移

転
内

容
、

技
術

移
転

期
間

、
C

/
P

の
名

前
、

C
/
P

の
数

業
務

報
告

書
、

事
業

進
捗

状
況

報
告

書
投

入
実

績
表

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P

資
料

レ
ビ

ュ
ー

　 質
問

票
調

査
、

聞
き

取
り

活
動

の
変

更
、

軌
道

修
正

お
よ

び
人

員
の

選
定

等
に

か
か

る
決

定
は

ど
の

よ
う

な
プ

ロ
セ

ス
で

な
さ

れ
た

か
？

意
思

決
定

の
プ

ロ
セ

ス
、

そ
れ

に
起

因
す

る
問

題
点

業
務

報
告

書
、

、
事

業
進

捗
状

況
報

告
書

エ
事

務
所

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・

C
P

資
料

レ
ビ

ュ
ー

　 質
問

票
調

査
、

聞
き

取
り

活
動

計
画

の
修

正
は

い
つ

、
ど

の
よ

う
に

行
わ

れ
た

か
？

意
思

決
定

の
プ

ロ
セ

ス
、

そ
れ

に
起

因
す

る
問

題
点

業
務

報
告

書
、

、
事

業
進

捗
状

況
報

告
書

エ
事

務
所

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・

C
P

資
料

レ
ビ

ュ
ー

　 質
問

票
調

査
、

聞
き

取
り

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

は
ど

の
よ

う
に

行
わ

れ
た

か
？

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
結

果
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
に

反
映

さ
れ

た
か

？
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

体
制

、
そ

の
結

果
の

利
用

状
況

専
門

家
活

動
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
問

題
（
連

絡
の

頻
度

、
内

容
、

方
法

等
）

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

頻
度

、
方

法
、

計
画

変
更

時
の

対
応

状
況

、
共

同
で

取
り

組
む

課
題

の
解

決
方

法
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
質

問
票

調
査

、
聞

き
取

り

V
M

V
D

U
、

F
U

N
D

A
S
A

L
、

U
C

A
、

U
E
S
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

ど
う

で
あ

る
か

？
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
頻

度
、

方
法

、
計

画
変

更
時

の
対

応
状

況
、

共
同

で
取

り
組

む
課

題
の

解
決

方
法

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

専
門

家
Ｊ
ＩＣ

Ａ
エ

事
務

所
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
本

部
質

問
票

調
査

、
聞

き
取

り

J
IC

A
本

部
、

メ
キ

シ
コ

事
務

所
、

エ
事

務
所

、
お

よ
び

日
本

の
関

係
機

関
の

サ
ポ

ー
ト

体
制

:　
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
サ

ポ
ー

ト
は

十
分

だ
っ

た
か

？
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

（
連

絡
の

頻
度

、
内

容
、

方
法

等
）
は

効
果

的
に

行
わ

れ
た

か
？

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

頻
度

、
方

法
、

計
画

変
更

時
の

対
応

状
況

、
協

力
内

容
、

共
同

作
業

時
間

、
頻

度
、

共
同

で
取

り
組

む
課

題
の

解
決

方
法

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
、

J
IC

A
本

部
・
メ

キ
シ

コ
事

務
所

、
エ

事
務

所
、

日
本

の
関

係
機

関

質
問

票
調

査
、

聞
き

取
り

C
P

Ｃ
Ｐ

の
配

置
は

適
切

だ
っ

た
か

？
配

置
さ

れ
た

C
P

の
人

数
・
専

門
分

野
・
レ

ベ
ル

・
ポ

ジ
シ

ョ
ン

、
配

置
時

期
な

ど
投

入
実

績
表

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

、
聞

き
取

り

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
側

責
任

者
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
へ

の
参

加
の

度
合

い
は

適
切

か
？

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
側

責
任

者
の

意
識

と
参

加
度

合
い

専
門

家
活

動
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
、

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
側

関
係

機
関

職
員

資
料

レ
ビ

ュ
ー

質
問

票
調

査
、

聞
き

取
り

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
側

か
ら

必
要

な
予

算
・
人

員
・
機

材
等

が
手

当
て

さ
れ

て
い

る
か

？
エ

ル
サ

ル
バ

ド
ル

側
の

予
算

・
人

員
配

置
状

況
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
、

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
側

関
係

機
関

職
員

資
料

レ
ビ

ュ
ー

質
問

票
調

査
、

聞
き

取
り

C
P

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
積

極
的

参
加

度
は

高
い

か
？

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

頻
度

、
方

法
、

計
画

変
更

時
の

対
応

状
況

、
共

同
で

取
り

組
む

課
題

の
解

決
方

法
、

信
頼

関
係

の
確

立
、

C
P

の
主

体
性

・
参

加
意

識

専
門

家
活

動
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
、

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
側

関
係

機
関

職
員

資
料

レ
ビ

ュ
ー

質
問

票
調

査
、

聞
き

取
り

そ
の

他
そ

の
他

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

過
程

で
生

じ
た

問
題

や
、

効
果

発
現

に
影

響
を

与
え

た
問

題
は

あ
る

か
？

　
そ

の
原

因
は

何
か

？
こ

れ
ま

で
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

過
程

で
提

示
さ

れ
た

問
題

点
と

原
因

、
お

よ
び

そ
の

対
処

の
状

況
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

、
聞

き
取

り

実
施

プ
ロ

セ
ス

（
IM

P
L
E
M

E
N

T
A

T
IO

N
 P

R
O

C
E
S

S
）

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

関
係

者
と

の
関

わ
り

方
（
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

）

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
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調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

・
上

位
目

標
は

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
国

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

た
か

？
防

災
分

野
に

お
け

る
耐

震
住

宅
普

及
戦

略
防

災
政

策
、

住
宅

政
策

資
料

レ
ビ

ュ
ー

　 質
問

票
調

査
・
聞

き
取

り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

た
か

？
提

供
さ

れ
た

研
修

・
訓

練
の

内
容

と
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

の
整

合
性

を
示

す
情

報
関

連
調

査
報

告
書

エ
事

務
所

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・

C
P

資
料

レ
ビ

ュ
ー

質
問

票
調

査
・
聞

き
取

り

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
国

の
開

発
政

策
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

？
エ

国
の

国
家

開
発

政
策

、
防

災
分

野
関

連
政

策
関

連
調

査
報

告
書

、
エ

国
政

策
文

書
資

料
レ

ビ
ュ

ー

日
本

の
援

助
政

策
・
Ｊ
ＩＣ

Ａ
国

別
事

業
実

施
計

画
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

？
J
IC

A
国

別
事

業
実

施
計

画
、

援
助

重
点

分
野

関
連

調
査

報
告

書
、

外
務

省
・
J
IC

A
資

料
資

料
レ

ビ
ュ

ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
エ

国
の

防
災

セ
ク

タ
ー

の
開

発
課

題
に

対
す

る
効

果
を

挙
げ

る
戦

略
と

し
て

適
切

か
？

（
ア

プ
ロ

ー
チ

、
対

象
地

域
の

選
定

、
他

ド
ナ

ー
と

の
援

助
協

調
に

よ
る

相
乗

効
果

　
等

）

現
地

既
存

・
日

本
の

ノ
ウ

ハ
ウ

の
活

用
状

況
、

現
地

の
状

況
に

適
し

た
協

力
形

態
、

協
力

方
法

の
選

択
が

で
き

て
い

る
か

関
連

調
査

報
告

書
（
特

に
実

施
協

議
調

査
団

報
告

書
）

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P

資
料

レ
ビ

ュ
ー

質
問

票
調

査
・
聞

き
取

り

日
本

の
技

術
の

比
較

優
位

性
は

あ
っ

た
か

？
（
日

本
の

ノ
ウ

ハ
ウ

・
経

験
を

活
か

せ
た

協
力

内
容

だ
っ

た
か

？
）

日
本

の
耐

震
住

宅
建

設
の

実
績

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

C
P

機
関

・
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

選
定

は
対

象
、

規
模

な
ど

に
お

い
て

適
切

だ
っ

た
か

？
C

P
機

関
な

ら
び

に
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

選
定

の
適

切
性

を
示

す
情

報
関

連
調

査
報

告
書

専
門

家
ほ

か
関

係
者

資
料

レ
ビ

ュ
ー

質
問

票
調

査
・
聞

き
取

り

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
予

測
投

入
・
成

果
の

実
績

、
活

動
の

状
況

に
照

ら
し

合
わ

せ
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

達
成

さ
れ

る
見

込
み

が
あ

る
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

度
合

い
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
設

定
さ

れ
て

い
る

5
つ

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
が

達
成

さ
れ

る
こ

と
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
に

必
要

か
つ

十
分

な
も

の
で

あ
っ

た
か

？
他

に
必

要
な

活
動

が
あ

っ
た

か
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

と
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

関
連

専
門

家
活

動
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

5
つ

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
充

分
で

あ
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

と
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

関
連

専
門

家
活

動
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

他
ド

ナ
ー

及
び

政
府

機
関

の
影

響
は

あ
っ

た
か

影
響

が
あ

っ
た

場
合

の
事

例
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
に

特
に

貢
献

し
て

い
る

要
因

は
あ

っ
た

か
？

貢
献

要
因

の
事

例
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

し
て

い
る

要
因

は
あ

っ
た

か
？

阻
害

要
因

の
事

例
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
現

時
点

に
お

い
て

も
正

し
い

か
？

外
部

条
件

が
満

た
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

か
？

外
部

条
件

変
更

の
影

響
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
聞

き
取

り

必
要

性

1
.妥

当
性

　
（
R

E
L
E
V

A
N

C
E
）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
は

妥
当

で
あ

っ
た

か
？

2
.有

効
性

　
（
E
F
F
E
C

T
IV

E
N

E
S
S

）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
り

、
期

待
さ

れ
る

効
果

が
発

現
し

た
か

？

因
果

関
係

優
先

度

手
段

と
し

て
の

適
切

性

評
価

5
項

目

 
 



 

4

添付資料 4 

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
側

及
び

日
本

側
の

投
入

（
予

算
･人

員
・
機

材
・
C

P
研

修
等

）
は

適
切

だ
っ

た
か

？
投

入
実

績
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

施
設

、
機

材
は

有
効

に
活

用
さ

れ
た

か
。

機
材

の
活

用
状

況
（
実

験
の

実
施

状
況

等
）

専
門

家
活

動
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

は
適

切
か

？
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

達
成

状
況

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

聞
き

取
り

協
議

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

を
阻

害
し

て
い

る
要

因
は

あ
る

か
？

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
状

況
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

聞
き

取
り

協
議

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
活

動
で

あ
っ

た
か

？
活

動
実

績
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
状

況
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

活
動

か
ら

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
現

時
点

に
お

い
て

も
正

し
い

か
？

　
外

部
条

件
に

よ
る

影
響

は
な

い
か

？
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

達
成

状
況

、
活

動
実

績
、

投
入

実
績

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

聞
き

取
り

協
議

活
動

は
タ

イ
ミ

ン
グ

よ
く
実

施
さ

れ
た

か
？

活
動

実
績

専
門

家
活

動
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

投
入

の
タ

イ
ミ

ン
グ

の
問

題
（
例

：
機

材
の

調
達

の
遅

れ
）
に

ど
の

よ
う

に
対

応
し

て
い

る
か

？
問

題
発

生
時

の
対

応
、

解
決

策
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
運

営
管

理
体

制
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
推

進
に

効
果

的
か

つ
効

率
的

で
あ

っ
た

か
？

会
議

実
施

状
況

専
門

家
活

動
報

告
書

、
専

門
家

・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
聞

き
取

り

当
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

経
験

は
中

米
近

隣
諸

国
に

お
け

る
類

似
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

生
か

さ
れ

て
い

る
か

？
中

南
米

に
お

け
る

他
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
事

例
、

第
3
国

研
修

報
告

書
近

隣
中

南
米

諸
国

に
お

け
る

防
災

セ
ク

タ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
、

専
門

家
、

J
IC

A
本

部

資
料

レ
ビ

ュ
ー

聞
き

取
り

他
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
教

訓
は

生
か

さ
れ

て
い

る
か

？
他

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

事
例

の
提

言
な

ど
を

見
る

他
の

関
連

調
査

報
告

書
、

事
前

調
査

報
告

書
、

専
門

家
、

J
IC

A
本

部
資

料
レ

ビ
ュ

ー
聞

き
取

り

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

投
入

・
成

果
の

実
績

、
活

動
の

状
況

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

状
況

に
照

ら
し

合
わ

せ
て

、
上

位
目

標
（
「
エ

ル
サ

ル
バ

ド
ル

国
に

お
け

る
低

所
得

者
層

の
地

震
被

害
が

軽
減

さ
れ

る
」
）
は

、
発

現
が

見
込

ま
れ

る
か

？
（
事

後
評

価
時

点
で

の
検

証
が

可
能

か
？

）

実
績

、
外

部
条

件
の

影
響

確
認

、
貢

献
・
阻

害
要

因
の

事
例

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
調

査
・
聞

き
取

り

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

？
実

績
、

外
部

条
件

の
影

響
確

認
、

貢
献

・
阻

害
要

因
の

事
例

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
調

査
・
聞

き
取

り

因
果

関
係

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

い
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

ロ
ジ

ッ
ク

、
外

部
条

件
の

影
響

、
貢

献
・
阻

害
要

因
の

確
認

P
D

M
、

専
門

家
活

動
報

告
書

、
資

料
レ

ビ
ュ

ー

政
策

レ
ベ

ル
（
制

度
、

法
律

、
基

準
等

）
の

整
備

へ
の

影
響

該
当

す
る

事
例

の
確

認
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

経
済

面
へ

の
影

響
該

当
す

る
事

例
の

確
認

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

、
Ｊ

ＩＣ
Ａ

事
務

所
質

問
票

、
聞

き
取

り
協

議
近

隣
中

南
米

諸
国

の
防

災
・
耐

震
住

宅
建

築
に

に
か

か
る

人
材

育
成

へ
の

影
響

該
当

す
る

事
例

の
確

認
専

門
家

活
動

報
告

書
、

専
門

家
・
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

調
査

・
聞

き
取

り

ジ
ェ

ン
ダ

ー
・
人

権
、

貧
富

（
社

会
的

弱
者

層
）
な

ど
社

会
・
文

化
的

側
面

へ
の

影
響

該
当

す
る

事
例

の
確

認
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

環
境

保
護

へ
の

影
響

該
当

す
る

事
例

の
確

認
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

よ
る

マ
イ

ナ
ス

の
影

響
は

あ
る

か
？

そ
れ

を
軽

減
す

る
対

策
は

と
ら

れ
て

い
る

か
？

該
当

す
る

事
例

の
確

認
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

社
会

経
済

状
況

へ
の

波
及

効
果

社
会

経
済

状
況

へ
の

波
及

効
果

成
果

（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
の

達
成

度

上
位

目
標

の
達

成
見

込
み

タ
イ

ミ
ン

グ

投
入

の
適

切
さ

4
.イ

ン
パ

ク
ト

　
（
IM

P
A

C
T
）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

り
上

位
目

標
の

達
成

が
見

込
ま

れ
る

か
？

そ
の

他

因
果

関
係

3
.効

率
性

（
E
F
F
IC

IE
N

C
Y
）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
効

率
的

に
実

施
さ

れ
た

か
？
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調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

防
災

セ
ク

タ
ー

（
特

に
耐

震
住

宅
建

築
普

及
）
に

お
け

る
「
エ

」
政

府
の

政
策

支
援

は
協

力
終

了
後

も
継

続
す

る
か

？
エ

政
府

の
政

策
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

耐
震

普
及

住
宅

の
建

築
・
普

及
に

か
か

る
関

連
規

制
、

法
制

度
は

整
備

さ
れ

て
い

る
か

？
整

備
さ

れ
る

予
定

か
？

住
宅

・
防

災
の

関
連

法
案

、
規

制
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

聞
き

取
り

協
議

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

効
果

が
エ

ル
サ

ル
バ

ド
ル

全
土

に
普

及
す

る
取

り
組

み
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

？
エ

政
府

の
方

針
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
今

後
の

方
針

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

、
Ｊ

ＩＣ
Ａ

事
務

所
公

共
事

業
省

住
宅

都
市

開
発

庁
聞

き
取

り
協

議

協
力

終
了

後
も

効
果

を
あ

げ
て

い
く
た

め
の

実
験

・
普

及
活

動
を

実
施

す
る

に
足

る
組

織
能

力
は

十
分

か
？

（
予

算
、

人
材

配
置

、
意

思
決

定
プ

ロ
セ

ス
等

）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
継

続
実

施
体

制
、

公
共

事
業

省
住

宅
都

市
開

発
庁

の
方

針
公

共
事

業
省

住
宅

都
市

開
発

庁
関

連
職

員
、

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

他
援

助
機

関
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

4
機

関
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
は

十
分

に
確

保
さ

れ
て

い
る

か
？

4
機

関
の

今
後

の
方

針
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

聞
き

取
り

協
議

現
在

必
要

な
経

常
経

費
を

含
む

予
算

が
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

公
共

事
業

省
住

宅
都

市
開

発
庁

予
算

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

、
Ｊ

ＩＣ
Ａ

事
務

所
公

共
事

業
省

住
宅

都
市

開
発

庁
聞

き
取

り
、

質
問

票
協

議

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

り
将

来
の

耐
震

普
及

住
宅

の
建

築
普

及
が

増
え

る
可

能
性

は
ど

の
程

度
あ

る
か

。
予

算
確

保
の

た
め

の
対

策
は

充
分

か
。

公
共

事
業

省
住

宅
都

市
開

発
庁

の
方

針
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

公
共

事
業

省
住

宅
都

市
開

発
庁

質
問

票
、

聞
き

取
り

、
協

議

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
活

用
さ

れ
る

技
術

移
転

の
手

法
は

受
け

入
れ

ら
れ

つ
つ

あ
る

か
（
技

術
レ

ベ
ル

の
適

切
性

、
社

会
的

・
慣

習
的

適
切

性
）

Ｃ
Ｐ

の
能

力
、

技
術

力
こ

れ
ま

で
の

活
動

状
況

公
共

事
業

省
住

宅
都

市
開

発
庁

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

、
Ｊ

ＩＣ
Ａ

事
務

所
質

問
票

、
聞

き
取

り
協

議

移
転

し
た

技
術

の
定

着
と

普
及

の
仕

組
み

は
あ

る
か

。
Ｃ

Ｐ
の

能
力

、
技

術
力

こ
れ

ま
で

の
活

動
状

況
、

C
/
P

機
関

の
方

針
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

公
共

事
業

省
住

宅
都

市
開

発
庁

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

資
機

材
の

維
持

管
理

は
適

切
に

お
こ

な
わ

れ
て

い
る

か
？

（
Ｃ

Ｐ
が

単
独

で
で

き
る

よ
う

に
な

る
か

？
）

Ｃ
Ｐ

の
能

力
、

技
術

力
こ

れ
ま

で
の

活
動

状
況

、
機

材
整

備
状

況
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

社
会

的
弱

者
層

（
貧

困
、

女
性

等
）
へ

の
配

慮
不

足
に

よ
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

る
効

果
を

妨
げ

る
可

能
性

は
な

い
か

？
阻

害
要

因
の

事
例

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

、
Ｊ

ＩＣ
Ａ

事
務

所
質

問
票

、
聞

き
取

り
協

議

環
境

へ
の

配
慮

不
足

に
よ

り
持

続
的

効
果

を
妨

げ
る

可
能

性
は

な
い

か
？

阻
害

要
因

の
事

例
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

そ
の

他
自

立
発

展
性

を
阻

害
す

る
そ

の
他

の
要

因
は

あ
る

か
？

阻
害

要
因

の
事

例
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

Ｊ
ＩＣ

Ａ
事

務
所

質
問

票
、

聞
き

取
り

協
議

技
術
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添付資料 8　投入機材リスト

No. 数量
設置・管
理場所

使用頻度
維持管理

状況
構造実験機器

1 油圧ピストン
Pistones hidráulicos (según modelo OX Jacks &
Pumps KSTC 50+20) 2 UCA/LEG 頻繁 良好

2 油圧ピストン

Pistón hidráulico (según modelo OX Jacks & Pumps
SLP-5020).
Elemento separador (Ram Chair)

1 UCA/LEG 頻繁 良好

3 ジャッキ固定プレート Placas de fijacion de Gatos 2 UCA/LEG 頻繁 良好

4 手動油圧ポンプ
Bombas hidráulicas manuales (según diseño de Taller
Gorospe). 2 UCA/LEG 頻繁 良好

5 手動油圧ホース Mangueras hidráulicas manuales. 4 UCA/LEG 頻繁 良好
6 分岐チューブ Tubos de bifurcación 2 UCA/LEG 頻繁 良好
7 ピストン Pistón de 5 toneladas X 9 1/4" de carrera 1 UCA/LEG 頻繁 良好
8 油圧チューブ Tubería hidráulica 3 UCA/LEG 頻繁 良好
9 手動油圧ポンプ Bomba hidráulica  manual 1 UCA/LEG 頻繁 良好

10 油圧ジャッキ Gato Hidráulico Bomba Hidráulica 1 UCA/LEG 頻繁 良好
11 油圧ポンプ Bomba Hidráulica 1 UCA/LEG 頻繁 良好
12 自動スイッチボックス Caja de Interruptores  (Automatic Switching Box) 2 UES 頻繁 良好
13 携帯型データロガー Recolector de Datos  (Portable Data Logger) 1 UCA/LEG 頻繁 良好

14 変位計CDP-10 Transductores de Desplazamiento (Displacement
Transducer) CDP-10 6 UCA/LEG 頻繁 良好

15 変位計CDP-25 Transductores de Desplazamiento (Displacement
Transducer) CDP-25 16 UCA/LEG 頻繁 良好

16 変位計CDP-50 Transductores de Desplazamiento (Displacement
Transducer) CDP-50 15 UCA/LEG 頻繁 良好

17 変位計CDP-100 Transductores de Desplazamiento (Displacement
Transducer) CDP-100 8 UCA/LEG 頻繁 良好

18 巻込型変位計CDP-2000D Transductores de Desplazamiento (Displacement
Transducer) CDP-2000D 4 UES 頻繁 良好

19 荷重計(CLL-500 KNA) Celda de carga      (Load Cell) Tipo CLL-500 KNA 1 UCA/LEG 頻繁 良好

20 荷重計(TCLP-500KNB-D KNA) Celda de carga      (Load Cell) Tipo TCLP-500KNB-
D KNA 1 UCA/LEG 頻繁 良好

21 荷重計(TCLP-500KNB-D) Celda de carga      (Load Cell) Tipo Tipo TCLP-
500KNB-D 1 UCA/LEG 頻繁 良好

22 荷重計(TCLP-200KNB-D) Celda de carga      (Load Cell) Tipo Tipo TCLP-
200KNB-D 1 UCA/LEG 頻繁 良好

23 コンピューター（計測器用） Computadora (Equipo de medición) 1 UCA/LEG 頻繁 良好
24 携帯型データロガー Recolector de Datos   (Portable Data Logger) 1 UCA/LEG 頻繁 良好

25 傾斜台
Cuatro gatos hidráulicos
con una plataforma de acero 1 UES 頻繁 良好

26 傾斜台屋根 Techo para Laboratorio de Mesa Inclinable 1 UES 頻繁 良好

27 油圧式ボンベ

HP reservorio 2-1/2 con regulador de caudal hidrà
ulico manometro
Acople rapido para manguera

1 UES 頻繁 良好

28 簡易強震計 Quake Data Recorder QDR 6 UCA/LEG 頻繁 良好

工具・道具類
29 電気溶接機 Soldador eléctrico 1 UCA/LEG 頻繁 良好
30 研磨機 Esmerilador angular  9" 1 UCA/LEG 頻繁 良好
31 丸鋸 Sierra circular 1 UCA/LEG 頻繁 良好
32 ベルト式電動やすり Lijadora de banda 1 UCA/LEG 頻繁 良好
33 ベンチグラインダー Esmeril de banco  6" 5/8"  DW756 1 UCA/LEG 頻繁 良好

34 ベンチグラインダー
Esmeril de banco Modelo DW 756, Type 1, 120 V
AC, 60 hz., 4 Amp, 1 UCA/LEG 頻繁 良好

35 ダイグラインダー Esmeriladora recta DW887 1 UCA/LEG 頻繁 良好

36 電動ドリル
Taladro eléctrico Modelo GSB20-2   127 V, 50-60
hz., 5.8 Amp. 1 UCA/LEG 頻繁 良好

37 電動ドリル Taladro / Mart inalámbrico  Var / REV 1/2" 996K-2 1 UCA/LEG 頻繁 良好

38 テスター
Multitester digital  Modelo YF-1070A
750 V, máx, CA . CD 1000 V, 10A, 2m 1 UCA/LEG 頻繁 良好

39 万力 Prensa base fija   6" 1 UCA/LEG 頻繁 良好

40 破つりハンマーセット
Juego de martillo demoledor  Con sistema de mando
SDS max. 2 UCA/LEG 頻繁 良好

41 工具箱 Caja de herramientas  De 6 gavetas 2 UCA/LEG 頻繁 良好
42 電子秤 Báscula electrónica   Modelo WW250M-SW031 1 UCA/LEG 頻繁 良好

品目

1
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No. 数量
設置・管
理場所

使用頻度
維持管理

状況
品目

43 コンクリートミキサー
Concretera  Con motor Honda Gx-160 y capacidad
5.5 hp. 1 UCA/LEG 頻繁 良好

44 加振機
Vibrador  2hp-115v-1hp modelo pma 2. Vástago para
vibrador  phv 22. Flecha flexible para phv 1 UCA/LEG 頻繁 良好

45 フォークリフト
Montacargas de gasolina  Modelo  42-7FGK20.
2 Toneladas 1 UCA/LEG 頻繁 良好

46 手動フォークリフト
Montacargas manual    Modelo PT-2748J, Stock
140080,  2 1/2" 5000 Lb 1 UCA/LEG 頻繁 良好

47 手押し車 Carretilla  Rueda de Hule 2 UCA/LEG 頻繁 良好
48 コンパクター Multiquip 3.5 HP Modelo: MT-74FA Gasolina 1 UCA/LEG 頻繁 良好

49 移動式クレーン

Orden especial que consta de: Polipasto eléctrico de
15 tn, dos carros testeros con motor de translación ,
tablero de control, infraestructura metalica que consta
de una viga puente, dos vigas carrileras y dos vigas
riel.

1 UCA/LEG 頻繁 良好

50 コンパクター MT-74FA SRV-66 1 UCA/LEG 頻繁 良好

事務機器
51 ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ COMPUTADORAS (Desk top) 3 UCA/LEG 頻繁 良好
52 ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ COMPUTADORAS (Lap top) 2 UCA/LEG 頻繁 良好
53 プロッター Plotter 1 UCA/LEG 頻繁 良好
54 無停電電源装置 UPS 6 UCA/LEG 頻繁 良好
55 本棚 Librera 2 UCA/LEG 頻繁 良好
56 ビデオカメラ Camara de Video Profesional 1 UCA/LEG 頻繁 良好
57 マイク Micrófono 2 UCA/LEG 頻繁 良好
58 音響ミキサー Mixer 1 UCA/LEG 頻繁 良好
59 ｲﾝｼﾞｪｸｼｮﾝﾌﾟﾘﾝﾀｰ Impresora de inyección 1 UCA/LEG 頻繁 良好
60 ＦＡＸ電話機 Fax/Teléfono 1 UCA/LEG 頻繁 良好
61 プリンター Impresora para negocios Full Color 1 UCA/LEG 頻繁 良好

62 コピー機
Multifunción XEROX
Escáner, Fotocopiadora impresora 1 UCA/LEG 頻繁 良好

63 穴あけパンチ（21穴） Anilladora de 21 Agujeros 1 UCA/LEG 頻繁 良好

64 29インチテレビ
TV de “29 con Reproductor de DVD y VCR con
mueble para T.V. 1 UCA/LEG 頻繁 良好

65 ホワイトボード Pizarra Acrillica 1 UCA/LEG 頻繁 良好
66 電動ホワイトボード Smart Board 1 UCA/LEG 頻繁 良好
67 本棚 Librera Metálico con puerta de vidrio corrediza 1 UCA/LEG 頻繁 良好
68 ﾍﾟｰﾊﾟｰｶｯﾀｰ（裁断機） Guillotina 1 UCA/LEG 頻繁 良好
69 デジタルビデオカメラ Camara de video Digital 1 UCA/LEG 頻繁 良好
70 デジタルスチルカメラ Camara Digital fotografica 1 UCA/LEG 頻繁 良好
71 換気扇 Ventilador 1 UCA/LEG 頻繁 良好
72 プロジェクター Proyector Multimedia 1 UCA/LEG 頻繁 良好
73 シュレッダー Destructor de papel 1 UCA/LEG 頻繁 良好
74 机 Escritorio 1 UCA/LEG 頻繁 良好
75 穴あけパンチ Perforador 1 UCA/LEG 頻繁 良好
76 金庫 Caja de Seguridad 1 UCA/LEG 頻繁 良好
77 椅子 Sillas Secretariales 2 UCA/LEG 頻繁 良好
78 スピーカー Parlantes 1 UCA/LEG 頻繁 良好
79 デジタルカメラ Cannon SD 8001S, con tarjeta SD 2gb 1 UCA/LEG 頻繁 良好
80 コンピューター DELL Dimension 9200 Intel Core 1 UCA/LEG 頻繁 良好
81 ビデオカメラ SONY DCR-SR42 HDD 1 UCA/LEG 頻繁 良好
82 プリンター Primera Bravo PRO Disc Publisher S/N: 2060802147 1 UCA/LEG 頻繁 良好
83 ノート型パソコン Notebook DELL 9400 S/N:7NY62D1 1 UCA/LEG 頻繁 良好
84 ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ Proyector EPSON EMP-1705 S/N: JJKF741239L 1 UCA/LEG 頻繁 良好
85 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ ADOBE Creative Suite 3 (premium version) 2 UCA/LEG 頻繁 良好
86 シュレッダー Trozadora de Metal de 14" S/N: 2414BN 1 UCA/LEG 頻繁 良好

87 CD/DVD複製機器
Microbords DVD recorder premium PRO Series S/N:
ROPH10001751 1 UCA/LEG 頻繁 良好

注）上記リストには供与機材、携行機材、在外事業強化費で調達した機材が含まれる。
　　　UCA/LEG: 中米大学／大規模構造実験棟　　UES: 国立エルサルバドル大学
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1. 終了時評価調査の概要 

1-1 終了時評価調査の目的 

合同で行なわれる終了時評価は、以下の目的のために実施された。 
 

1) プロジェクトの実績と実施プロセスを把握し、計画の達成状況を評価する。 
2) プロジェクトの実施に影響を及ぼしている促進要因・阻害要因を同定する。 
3) 妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の評価 5 項目の観点から、プロジェクトを評

価する。 
4) 事業実施上の問題点と課題を抽出し、プロジェクトの残りの協力期間、及びプロジェクト終了後

に取るべき措置について提言を行う。 
5) 日本及びエルサルバドルの合同評価委員が、評価結果及び提言を合同評価レポートに取りまとめ、

合同調整委員会で確認する。 

1-2 調査団の構成 

1) 日本側調査団 
(a) 大井 英臣 (団長／総括) 

独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員 
(b) 佐藤 一朗（協力評価） 

独立行政法人国際協力機構 地球環境部水資源・防災グループ 防災第二課 
(c) 山本 佳恵（評価分析） 

グローバルリンクマネジメント株式会社 研究員 
(d) 前山 真吾 

(財）日本国際協力センター（JICE） 通訳 
2) エルサルバドル側調査団 

(a) Lic. Magally Samayoa 
市民対応・建設手続・建築基準課コーディネーター、公共事業省住宅都市開発庁（VMVDU） 

(b) Lic. María de los Angeles Torres Aguirre 
国際協力室長、中米大学（UCA） 

(c) Ing. Julio Bonilla 
土木工学課教授、国立エルサルバドル大学（UES） 

(d) Ing. Alicia Hernández 
モニタリング・評価担当、エルサルバドル開発・普及住宅財団（FUNDASAL） 

(e) Lic. Yanira Sermono de Cruz 
対アジア、アフリカ、オセアニア関係局職員、外務省 

1-3 調査日程 

調査日程は、添付資料Ⅰに示すとおりである。 
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2. プロジェクトの概要 

2-1 プロジェクトの背景 

2001 年 1 月、2 月にエルサルバドル（以下、「エ」国とする。）で相次いで起こった地震は、傾斜地の

大規模な崩壊、家屋等建築物の倒壊、損壊を中心に同国に甚大な被害をもたらした。公共事業省住宅

都市開発庁の発表によると、一般住宅においては、全国の住宅総数 1,362,163 軒の約 8％にあたる

107,787 軒が損壊、12％にあたる 163,866 軒が倒壊という被害を受けている。また、被災住宅の 60％
は、最低賃金の 2 倍に満たない収入によって生活している貧困層の住宅である。（「エ」国はココス・

プレートとカリブ・プレートの境界にある地震国であり、過去にも大規模な地震が多数発生している。

1986 年に発生した地震は首都サンサルバドルを中心に壊滅的な被害を与えた。） 

地震後 2001 年 3 月 20 日から 28 日に JICA メキシコ事務所及び個別専門家チーム派遣「南南協力強

化支援」との共催で地震防災セミナーと日墨連携南南協力案件形成 PCM ワークショップをサンサル

バドル市にて開催した。ワークショップにはエルサルバドルから公共事業省、住宅都市開発庁、大学、

NGO など、メキシコから地震・防災関係専門家や外務省（当時 IMEXI）が参加し、問題分析を行っ

た。中心課題として「住民の自然災害に対する脆弱性」が認識され、その改善のための開発課題とし

て 1）低所得者層が住む普及住宅や自家建築住宅の耐震性の向上、2）防災機関の組織強化や制度の

充実、3）観測・予報機能の整備、4）防災の視点に基づく都市計画と社会インフラの強化、5）住民

の防災体制の整備が確認され、メキシコからの南南協力を中心としつつ、同協力に対する支援（南南

協力支援）を日本が行うという枠組みが提案された。「エ」国政府は、これらの開発課題解決のため、

それまで各省庁に分散配置されていた観測・予報部門を環境省下に新たに設立した SNET（Servicio 
Nacional de Estudios Territoriales：全国国土研究機構）に集約し、防災機関の組織強化と観測・予報機

能の整備を図っている。また、住民の防災体制強化のため住民に対する統合的防災支援を行う部署を

SNET に設置した。JICA は観測機能の強化を目的として、SNET に強震計を供与している。 

しかしながら、「1）低所得者層が住む普及住宅や自家建築住宅の耐震性の向上」については、「エ」

国内に人材と設備がなく、当該分野の技術において高い評価を得ている我が国に対して、低所得者層

向け普及住宅の 1）耐震性能の実証、2）耐震建築技術の改善、3）技術の普及をコンポーネントとす

る技術協力プロジェクトを要請してきた。 

プロジェクトは、南南協力の枠組みでメキシコからの協力を得つつ、エルサルバドルの公共事業省住

宅都市開発庁、中米大学、エルサルバドル国立大学、エルサルバドル開発・普及住宅財団の 4 機関を

カウンターパート機関として、2003 年 12 月より 5 年間の予定で実施されている。 

2-2 プロジェクトの概要 

討議議事録（R/D）に示されるプロジェクトの概要は、以下のとおりである。 

上位目標： エルサルバドル国における低所得者層の地震被害が軽減される 
プロジェクト目標： 低所得者向け普及住宅の耐震性が改善される。 
アウトプット： 

1) 普及住宅の耐震性実験のための設備と、実験実施体制が整備される。 
2) 実施機関の研究者、技術者が耐震実験技術を習得し、普及員の普及能力が

向上する。 
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3) 耐震普及住宅モデルが完成する。 
4) 耐震普及住宅モデルの普及システムが確立する。 
5) 低所得者層において耐震普及住宅の建築が促進される。 

 

3. 評価手法 

評価の第一ステップとして、評価調査団は、プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）に基づ

き、プロジェクトの目指す目標に対し、現時点でのプロジェクトの実績とプロセスを確認した。続い

て、｢妥当性｣、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」という 5 つの評価の観点（評価

5 項目）から分析・評価した上で、その評価結果に基づくプロジェクトへの提言を行なった。 

3-1  評価設問と指標 

評価グリッドは、添付資料 III に示すとおりである。 

3-2  データ収集及び分析方法 

3-2-1  データ収集方法 

PDM 記載事項の実績データを中心に、以下の情報源およびデータ収集手法を用いて情報を収集した。 

1) R/D、PDM、 活動計画（PO）、及び 協議議事録（M/M）などのプロジェクト計画文書 
2) プロジェクト調整員の報告書 
3) 日本人専門家およびカウンターパート、関連機関からの聞き取り及び質問票への回答 
4) エルサルバドル側、日本側の投入に関する記録 
5) 耐震実験所、関連施設、モデルハウスなどの視察 
6) その他プロジェクトによる記録 

3-2-2 分析方法（評価基準） 

開発プロジェクトを評価する際に国際的に使用される評価 5 項目の観点から、収集したデータを分析

し、総合的に価値判断する。評価 5 項目のそれぞれが示す内容は以下の通りである。 

表 1 評価 5 項目の定義 

評価五項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が評価を

実施する時点において妥当か（受益者のニーズに合致しているか、問題や課

題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロ

ジェクトの戦略・アプローチは妥当か）等、「プロジェクトの正当性・必要

性」を問う視点。 

有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。また、そのための

戦略（アウトプットのたて方）がプロジェクト目標達成に貢献しているのか

どうかを確認する。 
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効率性 主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入資源が有効に活用さ

れているか（あるいはされるか）を問う視点。 

インパクト プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効

果を見る視点。予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 

自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるい

は持続の見込みはあるか）を問う視点。 

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）、2004年2月。 

 
4. プロジェクトの実績と現状 

4-1 投入実績 

合同評価団は、R/D と PDM に沿って、以下に示すとおり概ね予定どおりの投入が行なわれたことを

確認した。 

[日本側投入] 
1) エルサルバドルへの専門家派遣 

2008 年 5 月時点において、延べ 7 人の日本人短期専門家及び延べ 21 人のメキシコ人短期専

門家が技術移転のために派遣された。 
 

2) 機材供与 
2008 年 5 月時点において、42,824,472 円の資機材が供与された。 
 

3) 日本及びメキシコにおけるカウンターパート研修参加者 
14 人のカウンターパートが日本、18 人がメキシコ、9 名がペルーにおける研修に参加した。 
 

4) 現地活動費 
2008 年 4 月末までに、総額 84,594,000 円が現地活動費として支出された。 
 

[エルサルバドル側投入] 
1) カウンターパート及びその他の職員配置 

必要な分野の適正なスタッフがそれぞれ 4 機関よりプロジェクトに配置された。 
 

2) 施設供与 
プロジェクト実施に必要な土地・施設が UCA と UES のキャンパス内で供与された。 
 

3) 現地活動費 
2005 年、2006 年、2007 年の 3 度に渡り 15,210 ドルが拠出され、既に総額で 45,630 ドルが

支出済みである。2008 年についても同額の 15,210 ドルの予算が確保されており、プロジェ

クト期間を通じ、総額 60,840 ドルが現地活動費として支出される見込みである。 
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投入の詳細に関しては、添付資料 V を参照のこと。 
 

4-2 活動実績 

合同評価団は、PDM と PO に従って活動の進捗を確認した。 

4-3 アウトプットの達成状況 

終了時評価時点において、アウトプットは着実に達成されつつある。設定された 5 つのアウトプット

それぞれの達成状況は、以下のとおりである。 

 
アウトプット 1： 普及住宅の耐震性実験のための設備と、実験実施体制が整備される 

指標 1-1 機材が適切に設置され稼動する。 

指標 1-2 実験所の運営に必要な人員と運営マニュアルが整う 

 
アウトプット 1 は、ほぼ達成されている。その根拠は以下の通りである。 

2004 年 11 月にメキシコ人専門家の技術指導を受け、UCA に LEG（大規模構造実験棟）が設置され、

機材配備が行われた。2004 年 12 月より、LEG を利用しての実験が開始された。傾斜台については、

UES キャンパス内に設置され、2007 年 5 月に最初の実験が実施された。LEG 及び傾斜台ともに適切

に機能していることが確認された。 

実験室が適切に機能すべく、4 つの機関より人員が配備され（UCA 研究員 5 名、FUNDASAL 研究者

１名と技術者は 3 名、UES 研究者 6 名と技術者 1 名（うち 2 名の研究者が日本に長期留学している）、

メキシコ人専門家及び日本人専門家により能力開発（研修）も実施された。2005 年 3 月 16 日、本プ

ロジェクトの技術委員会は、UCA の LEG に係る作業手引書（オペレーションマニュアル）の初版を

完成させた。円滑な実験室の機能を確保するため、組織構造、一般的手続き、職員の任務、利用方針、

資機材管理についてガイドラインを定めている。必要に応じ、修正作業も行なわれており、最終版に

ついては、2008 年 11 月のプロジェクト終了までに完成する見込みである。このマニュアルは UCA
の学術副学長によって承認を受けており、継続的に遵守される見込みが高い。 

アウトプット 2： 実施機関の研究者、技術者が耐震実験技術を習得し、普及員の普及能力が向上

する。 

指標 2-1 30 人を超える研究者、技術者が研修を受け、専門家の指導を受けずに実験を実施できる

だけの技術水準に達する。 
指標 2-2 少なくとも 5 人が普及技術の研修を受け、技術を向上させる。 

 
アウトプット 2 は、達成されつつある。その根拠は以下のとおりである。 

各参加機関の実験室研究者及び技術者 34 人がエルサルバドル国内や海外（日本・メキシコ）におい

て研修を受け、実験室において各工法のコーディネーターの監督下、建材と構造物の試験実施のため

に必要な高いレベルの知識を習得した。うち、UES6 名、UCA6 名の計 12 名については、専門家の指
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導がなくとも実験が可能な技術レベルを習得済みであり、19 名（UCA1 名、UES2 名、FUNDASAL16
名）については、工法のコーディネーターの監督があれば実験を実施する知識・技術レベルに達して

いる。これら 19 名については、既に高いレベルの知識を習得したエルサルバドル人研究者・技術者

からの現場での指導に加え、継続的に技術研修の機会を得られることから、プロジェクト終了時まで

には目標値の 30 を 1 名上回る計 31 名の研究者・技術者が育成される見込みである。 

普及活動に参加しているカウンターパートは、コミュニケーション、建築、土木エンジニアなど様々

なバックグラウンドを持つ、4 機関から 5 名ずつの計 20 名で組成されている。ただし、常時普及チ

ームとして活動しているのは、UCA4 名、FUNDASAL2 名、UES2 名、VMVDU の 1 名の計 9 名であ

る。5 名はメキシコでの研修に参加し、更に 10 名がエルサルバドル国内での研修を受けており、す

でに目標の 5 名を大幅に上回る 15 名が普及研修に参加した。 

アウトプット 3： 耐震普及住宅モデルが完成する。 

指標 3-1  4 タイプの普及住宅工法が試験され、各工法による耐震普及住宅モデルが完成する。 
（耐震性を確認されたモデルの数が 0 から 4 に増加する） 

 
アウトプット 3 は、達成にむけて着実に進捗しており、プロジェクト終了時までに達成されると見込

まれる。その根拠は以下のとおりである。 

プレハブ工法や、焼成煉瓦工法、鉄筋コンクリート工法、植物繊維を利用した土壁工法など９つに渡

る様々な普及住宅建築工法が検討され、技術的、社会的、建設コストの観点からエルサルバドルの普

及住宅として耐震性を検証すべきと判断された４つの工法を選定し、耐震性評価を行なった。３工法

（ブロックパネル、ソイルセメント、アドベ）が実験室において試験され、第４工法（コンクリート

ブロック）については、2008 年 7 月に最終試験を実施、その後分析・検証の実施が計画されており、

プロジェクト終了までには、4 つの耐震普及住宅工法の実験が終了する見込みは高い。4 工法のうち

ソイルセメントとアドベについては実験を通じて工法が改善されて、耐震性が改善したモデルとなっ

た。ブロックパネルとコンクリートブロックについては、既にある工法の耐震性が十分であることが

確認された（コンクリートブロックについては耐震性がほぼ確認されつつある）ので、エルサルバド

ルにおける住宅工法として適切であると検証された。その結果、耐震性が確認されたモデル（工法）

は 0 から 4 となり、成果達成が見込まれる。 

アウトプット 4： 耐震普及住宅モデルの普及システムが確立する。 

指標 4-1 4 タイプの耐震普及住宅工法によるモデルハウスが建築される。 

指標 4-2 4 タイプの普及ツールがそれぞれ作成される。 

指標 4-3 普及グループが組織され、普及技術の研修が実施される。 
 

 
アウトプット 4 は、達成にむけて着実に進捗しており、プロジェクト終了時までに達成されると見込

まれる。その根拠は以下のとおりである。 

３つの工法を用いたモデルハウスがフアジュア（ブロックパネル工法）、サンタテクラ（ブロックパ

ネル工法）、スチトト（アドベ工法）、サンフリアン（ソイルセメント工法）にそれぞれ建設された。
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サイトの選定は、①貧困層が多く、アドベ工法を用いた住宅の多い地域、②地震が頻発するカテゴリ

ー１の地域内、③地方政府の参加意欲が高く、コミュニティの組織化が進んでいる、④地域住民にと

って顕著で人の交通量の多い場所、といった観点から行なわれた。これらのモデルハウスは、フアジ

ュアとサンタテクラについては市民防衛局として、スチトトについてはコミュニティセンター、サン

フリアンは伝統職業訓練施設としてコミュニティ共同体（ADESCO）が管理し利用されている。コン

クリートブロック工法のモデルハウスは住宅都市開発庁の敷地内に 2008 年 8 月から建設が計画され

ている。この工法は、エルサルバドルにおける最も一般的な建設工法のひとつであり、建設にはそれ

ほど時間を必要とせず、プロジェクト終了までに完成すると見込まれている。 

普及用教材セットは一般向けマニュアル、教材ビデオ、技術ファイル、プロジェクトの概要パンフレ

ット、加えて普及ツールとして建築模型、ポスター、ラジオ広報メッセージ、「ドン・ネトのノート」、

プレゼンテーション用スライド、マルチメディア資料、ホーム・ページがある。自然災害のリスクと

シャーガス病に対する意識向上及び耐震住宅工法の普及を目的とした教材「ドン・ネトのノート」に

ついては、JICA の実施している「シャーガス病対策フェーズ 2」と「中米広域防災能力向上プロジ

ェクト（2007 年 5 月－2012 年 5 月）と協力して作成し、当初予定の 4 万部を印刷し、綴じ込み配布

を発行数が最大の新聞社に依頼したところ、新聞社が 10 万部を追加し、計 14 万部が準備され、うち

12 万部については新聞社を通じて、2 万部については展示会、フォーラム、ワークショップで配布さ

れた。好評を得て、更に 4 万部を追加印刷し、うち 1 万 2 千部については中米広域能力向上プロジェ

クトを通じて配布される他、今後も展示会などで通じて全国的に配布されることになっている。普及

チームによって作成された普及用教材は、技術委員会でその技術的精度を確認し、その利用を認可す

るプロセスを取っている。第１工法（ブロックパネル）、第２工法（アドベ）については既に普及教

材の作成は完了済みである。アドベ工法については作成したマニュアルの 8,300 部のうち 4,082 部が

配布されている。ブロックパネル工法については 3,000 部作成し、うち 2,685 部については既に配布

が完了している。第３工法（ソイルセメント）については、撮影されたビデオの編集、マニュアルの

作成作業が進捗中であり、ビデオは6月、マニュアルについても7月には完成する予定となっている。

第４工法（コンクリートブロック）については、現在実験が行なわれている最中であり、普及教材に

ついては研究成果を待って作成されることになっている。マニュアル、ビデオが 2008 年 11 月のプロ

ジェクト終了までに完成する見込みである。 

2004 年 10 月 7 日、8 日に普及専門のメキシコ人専門家によって開催された「多様なセクターへの技

術・知識の伝達戦略についての経験共有ワークショップ」という研修後、4 つのカウンターパート機

関から選ばれた 9 名（UCA4 名、UES2 名、FUNDASAL2 名、VMVDU1 名）からなる普及チームが

組織された。うち選抜された 5 人が 2006 年 2 月 20 日から 24 日までメキシコで普及技術についての

研修を受けた。更に、カウンターパート研修「教育・普及活動のためのデジタルビデオ教材製作」に

2 名が参加した。普及チームは、学生、NGO、国際援助機関、建設業界の業界団体や専門家を対象と

した５つのセミナーを開催した他、コミュニティ、NGO、学生、市職員を対象とした研修やワーク

ショップを 10 日間開催している。 

アウトプット 5： 低所得者層において耐震普及住宅の建築が促進される。 

指標 低所得者層を対象とした「普及住宅改善パイロット・プログラム」が実施される。 
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住宅都市開発庁が実施する「耐震住宅普及パイロット・プログラム」は終了時評価時点では立ち上げ

られていない。中間評価の時点で、住宅都市開発庁の前副大臣は米州開発銀行（IDB）の資金援助を

受けて耐震普及住宅を 300 軒建設することを表明していたが、（ブロックパネル工法の建築コストが

未だ高い水準にあるため、低所得者向けの住宅建設には適切ではないと IDB が判断したため）IDB
の資金拠出が承認されないことを理由として、保留されている。この状況を打開すべく、当プロジェ

クトで耐震性を検証したブロックパネル工法の耐震住宅が住宅都市開発庁の自己資金でアウアチャ

パン県トゥリン市に 15 軒建設され、更に、改良アドベ工法住宅 10 軒の建設準備が進められている。

また、住宅都市開発庁はエルサルバドル国内で最も貧困度の高いカテゴリーに含まれる 5 市を対象に、

「衛生的な床（ピソ・サルダブレ）」プロジェクトを計画している。同プロジェクトは、衛生的に問

題のある土の床を持つ 4,997 軒の住宅の床の改善工事を行なう他、コンクリートブロック工法または

改良アドベ工法を用いた 741 軒の住宅を建設する予定である。同プロジェクトは、政府資金による大

統領プログラム「Red Solidaria（連帯ネットワーク）」を通じて実施される。 

4-4 プロジェクト目標達成の見込み 

 
プロジェクト目標： 低所得者向け普及住宅の耐震性が改善される。 
指標 1 400 人を超える人々が耐震普及住宅モデルに関連する技術研修に参加する。 

指標 2 20 軒を超える耐震モデルハウスが建築される。 

指標 3 プロジェクト終了後の実験所運営方針が普及住宅改善委員会によって策定される。 

 
終了時評価時点においては、終了時までにプロジェクト目標は達成されることが見込まれる。 

耐震普及住宅モデルに関連する技術研修への参加者数は計画値の 400 人を上回る 479 人であった。ア

ドベ工法の住居におけるシャーガス病対策として漆喰塗りをすることを呼びかけるワークショップ

に 150 人、実験室での実験やワークショップの参加者が 180 人、モデル住宅の建築作業に 149 人、総

計 479 人の学生やコミュニティ住民が技術研修に参加した。 

プロジェクトを通じて耐震性の確認が行われた耐震モデルハウスが、終了時評価時点で６軒（ブロッ

クパネル 4 軒、ソイルセメント、アドベは１軒ずつ）、コンクリートブロックについては 2008 年 8
月に 1 軒の建設が開始される予定である。当初、20 軒のモデルハウスの建設が計画されていたが、

プロジェクトで耐震性が検証されたブロックパネルとアドベ工法を用いた住宅が、それぞれ 118 軒ず

つの計 236 軒、住宅都市開発庁や NGO によって建設され、普及体制の整備としてはすでに十分であ

ると判断されたことから、当プロジェクトとしては最終的に耐震モデルハウス 7 軒の建設を行なうこ

ととした。 

終了時評価時点では普及住宅改善委員会は設立されていない。普及住宅改善委員会では、実験施設の

運営方針とプロジェクト終了後の利用にかかるガイドラインを策定する。また、低所得者層に対する

耐震性を高めた住宅の普及にかかる方策を検討することを一つの目的とする。プロジェクト終了まで

に当委員会は設置される見込みである。 
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4-5 上位目標の達成の見込み 

 
上位目標： 低所得者層の地震被害が軽減される。 
指標：プロジェクトによって開発された耐震普及住宅が、国全体の 38.8%にあたる 558,000 の低所

得世帯（農村地域：53.7%；都市地域 29.8%）に認知される。 
 
プロジェクトによる耐震普及住宅が、全世帯の 38.8%を占める貧困層世帯（約 558,000 世帯）に認知

されたかどうかという指標の数値を示すデータを獲得できなかった。本プロジェクトで研究された工

法について何パーセントの国民が認知しているかを把握する正確な数字を入手することはほぼ不可

能である。現在展開されている、普及のための大規模情報キャンペーン、ラジオ、テレビ、新聞、普

及資料と視聴覚資料の大量配布を継続実施すれば、国民の間に認知が進むと期待される。しかしなが

ら、地震による住宅被害リスクを軽減するためには、耐震普及住宅の認知だけでは十分ではなく、低

所得者層の住宅耐震化を進める必要があり、そのためには、建築基準、基準遵守のための制度と同時

に住宅建設のための公的助成制度が改善・拡充されなければ、当上位目標が達成される見込みは低い

と言わざるを得ない。 

4-6 実施プロセス 

4-6-1 活動実施状況 

プロジェクトは、開始当初の約１年間、実験装置設置やカウンターパートの実験実施にかかる技術修

得に当初予定された以上の時間を要したが、その後は遅れを取り戻し、全体としては概ね計画通りで

あった。 

実験準備や実験計画の時間が当初計画に十分盛り込まれていなかったこと、実験にカウンターパート

が慣れるまでの時間がかかったことで、当初 4 工法に各 1 年ずつ時間をかける予定であったが、その

後時間的な制約もあったことから、2 工法の実験を並行的に実施せざるを得ず、第 2、第 3、第 4 工

法については半年から 8 ヶ月程度の実験期間となった。また、第 1 工法のブロックパネルについては

実験データの共有が進まず、関係者に不満が高まったが、その他の工法の実験ではデータ共有化が進

み、状況は改善された。 

4-6-2 プロジェクトのモニタリング 

JICA 本部のモニタリングとしては 2006 年 11 月に中間評価調査団が派遣されており、情報収集を行

い進捗の確認を行った。                                       

中間評価時点で PDM、PO の修正・説明補足が提言されていたが、最終的には修正が行なわれなかっ

たために、PDM と PO が必ずしもモニタリングツールとして効果的ではなかった。プロジェクト活

動のモニタリングは、合同調整委員会で策定される年次計画や技術委員会及び 4 つの工法実験チーム

の年次計画に沿って行われた。活動の進捗等は、非常にきめ細かいモニタリングが行われており、そ

の報告は専門家報告書やプロジェクトの進捗報告書等に取り纏められている。 

4-6-3 コミュニケーション 

本プロジェクトでは、メキシコ人及び日本人専門家が短期に、シャトル的に派遣されており、それぞ
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れの専門家が最大限の努力をしても、現地における指導時間の制約により、きめ細かな対応ができな

い場合もある。現地赴任期間以外はメールや電話でのやりとり、またエルサルバドル人プロジェクト

調整員によるフォローアップで対処されている。赴任期間に制約がある中でも、専門家とカウンター

パートとの関係性は良好であり、その理由としては、専門家や調整員がそれぞれの組織における意思

決定プロセスを尊重しながらコミュニケーションの緊密化に務め、問題解決を促したりしながら業務

を推進してきたためだと思われる。技術委員会は毎月開催され、議事録を残している。JCC は毎年開

催されたが、年に一度のみであり、プロジェクトの運営管理上の課題について十分に討議する場には

ならなかった、従って、コミュニケーション、意思決定、リーダーシップにおいて改善の余地があっ

た。 

4-6-4 オーナーシップ 

メキシコ人及び日本人専門家の派遣が短期であったが、エルサルバドル側のオーナーシップは非常に

高かったと言える。カウンターパートは、それぞれの持つ本来業務に加えた追加業務として本プロジ

ェクトに関与してきた。そのため、実験実施や分析、会議参加などにかかる時間の捻出は容易ではな

く、一重に彼らの新しい技術習得への意欲や、低所得者やエルサルバドル国民に対する社会貢献への

意欲に支えられた。 

4-6-5 カウンターパート機関の選定 

エルサルバドルにおける唯一の公立大学である UES、工学部の評価が国内でも高く、また中米域内

にネットワークを持つ私立大学の UCA、エルサルバドルの NGO として住宅プロジェクトに多くの実

績を有する FUNDASAL、建築基準や住宅政策を管轄する住宅都市開発庁という４つの機関からカウ

ンターパートが選定されたことによって、本プロジェクトの耐震技術の実験・改善、普及が横断的な

広がりを持つことができた。カウンターパート機関の選定については、適切であった。 

 

5. 評価 5 項目による評価結果 

合同評価団は、プロジェクトを、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という 5 項目の

観点から評価した。 

5-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由により本終了時評価時においても大変高いといえる。 

5-1-1 エルサルバドル国の上位政策との整合性 

2006 年 7 月にエルサルバドルと日本との政策協議の中で合意されている５つのイニシアティブの一

つとして防災が位置づけられている他、政府計画「安全な国 2004－2009」でも、国民の安全と住宅

のそれぞれが開発優先活動分野とされており、政策的なプライオリティは高い。従って、エルサルバ

ドル国政府の開発政策との整合性が高かったと結論づけることができる。 

5-1-2 ターゲットグループのニーズとの合致 

2001 年に起きた地震で被害を受けた多くの住宅が低所得者層のものであったことから、本プロジェ
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クトのターゲットグループは低所得者層と位置づけられている。地震頻発国であるエルサルバドルの

これら住民が暮らす住宅の耐震性を高めるニーズは大きいと確認された。 

5-1-3 日本の開発援助政策との整合性 

日本のエルサルバドルに対する援助重点分野の一つとして「持続的開発のための環境保全」が示され

ており、その中の開発課題「生活環境整備」と「開発のための脆弱性の克服」があり、特に後者の協

力プログラムには「防災体制の強化」があることから、本プロジェクトは同プログラムの下に位置づ

けることができる。従って、本プロジェクトは我が国の開発援助政策との整合性が高いと言える。 

5-1-4 日本の技術的比較優位性 

2001 年に起きた地震で被害を受けた低所得者層の暮らす住宅の耐震性を高めるための技術・知識が

エルサルバドルには不足していた。地震国である日本の住宅耐震化技術は世界的にも進んでおり、当

プロジェクトに協力しているメキシコを始めとして世界各国で住宅耐震技術にかかる協力を展開し

てきたことから、日本の技術の優位性が高かったと判断される。 

5-1-5 カウンターパート機関選定の適切性 

国家レベルで住宅耐震化の政策立案・実施を管轄する公共事業省住宅都市開発庁、耐震工学の学術知

識・技術の移転対象としてエルサルバドルの唯一の公立大学である UES と工学系で秀でた学術実績

を有する UCA、及び住宅普及に最も実績を持つ NGO の FUNDASAL の 4 機関をカウンターパートと

したことは、非常に適切であったと言える。 

5-2 有効性 

本プロジェクトの有効性は高いと言える。 

終了時評価時点においては、アウトプット５については、実施がやや遅れているものの、5 つ全ての

アウトプットが、プロジェクト目標達成に向けて貢献しており、プロジェクト目標がプロジェクト終

了時までに達成できる見込みは高い。（4-4.「プロジェクト目標達成の見込み」参照） 

促進要因として、（1）適切な技術知識・経験を有する日本人及びメキシコ人専門家が派遣され、エル

サルバドル国が持ち合わせていなかった分野の能力向上が図られた、（2）プロジェクト目標を達成す

るために必要とされる政府、研究機関、普及組織（NGO）の 3 つのセクターを代表するカウンター

パート機関の協働体制が取られた、の 2 点が挙げられた。 

阻害要因としては、プロジェクトの対象である「低所得者」の定義がプロジェクト内で合意されるこ

とがなかったため、目標とする耐震性とコストの均衡点について関係機関間で相違があった。               

5-3 効率性 

本プロジェクトの効率性は、高いと言える。 

アウトプット達成のために必要とされた投入の量・質・タイミングに関しては、エルサルバドル、メ

キシコおよび日本側で概ね適切であった。日本人及びメキシコ人専門家については、当初は 1 ヶ月程

度の派遣が要請されていたが、業務上の都合で日本人専門家については 2 週間程度、メキシコ人専門

家については 1 週間程度の派遣期間となった。 
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プロジェクトの運営管理については、エルサルバドル人のプロジェクト調整員が、メキシコ人及び日

本人の長期専門家が不在の中で当案件の効率的な運営管理に貢献したことが評価される。その一方で、

関係機関間でプロジェクト実施上の課題について実質的な討議を行なう場が確保されておらず、効率

的なプロジェクト運営に課題があった。 

5-4 インパクト 

 
上位目標  指標 
低所得者層の地震被害が軽減される プロジェクトによって開発された耐震普及住宅が、国全

体の 38.8%にあたる 558,000 の低所得世帯（農村地域：

53.7%；都市地域 29.8%）に認知される。 
 

上位目標を達成するためには、非常に多くの耐震普及住宅が建設される必要があり、その条件を充足

させるには長い年月と多大な投資が必要とされることから、プロジェクト終了から 3～5 年を経て達

成することが期待される上位目標としては、目標設定が高すぎたと判断した。また、指標についても、

プロジェクトによる耐震普及住宅が全世帯の 38.8%を占める貧困層世帯（約 558,000 世帯）に認知さ

れたかどうかという指標の数値を示すデータを獲得するには、大規模な意識調査を実施する必要もあ

ることから、指標の確認は非常に難しく、正確な数字を入手することはほぼ不可能であると判断した。 

現在展開されている、普及のための大規模情報キャンペーン、ラジオ、テレビ、新聞、普及資料と視

聴覚資料の大量配布を通じた普及活動を継続実施すれば、国民の間に認知が進むと期待される。しか

しながら、地震による住宅被害リスクを軽減するためには、耐震普及住宅の認知だけでは十分ではな

く、低所得者層の住宅耐震化を進める必要がある。そのためには、建築基準、基準遵守のための制度

と同時に住宅建設にかかる公的助成制度が改善・拡充される必要があり、それらが現在のところ実施

されていないことから、当上位目標がどの程度達成されるかについては、現時点では不明である。 

想定されていなかったマイナスのインパクトは観察されず、プラスの影響としては、下記の 5 つが挙

げられた。 

１．これまで共通目的のために協働する機会が限られていた政府、研究機関、普及組織（NGO）の

３つのセクターを代表するカウンターパート機関が非常に有効な協働体制を構築したことで、

関係者の間で連携の重要性が認識された。今後、政府機関－大学－NGO の協力のモデルとな

ることが期待される。 
２．エルサルバドルを代表する大学である UCA と UES とが、当プロジェクトを通じて協力関係を

構築できたことから、今後他分野における両大学の学術交流が促進されると期待される。 
３．JICA の実施している「シャーガス病対策フェーズ 2」と協力して、改良アドベ工法にシャーガ

ス病対策の工夫を盛り込んだことで、今後改良アドベ住宅の普及を通じてシャーガス病予防へ

の寄与が期待される。 
４．UES と UCA が土木工学部内に地震工学/耐震工学の修士課程の設置を検討しており、本プロジ

ェクトを通じて育成された研究者が中心的役割を果たすことが想定されている。 
５．ニカラグアやグアテマラなど他の中米地域にある大学との住宅耐震化の分野における学術交

流が始まっている。  
 
上記のプラスの影響がプロジェクト全体のインパクトを高めたことから、本プロジェクトのインパク

トは、高いと言える。 
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5-5 自立発展性 

本プロジェクトの効果の自立発展性は、概ね高いと言える。 

5-5-1  政策・制度面 

終了時評価時点においては、住宅政策に普及住宅の耐震化が謳われておらず、政策面でのより強固な

自立発展への支援が必要とされる。 

5-5-2 組織・財政面 

カウンターパートである４機関それぞれのプロジェクトに対するオーナーシップは高い。それぞれ実

績のある安定した組織であり、人材の定着度も高いため、その存続が期待できる。しかし、一方でカ

ウンターパート機関４つの協働体制の自立発展性を確保するためには、プロジェクト調整員に代わる

4 機関の間の調整を行なう何らかのメカニズム（例えば普及住宅改善委員会）が設置される必要があ

り、終了時評価時点では、その必要条件が満たされる可能性については確認できなかった。 

住宅都市開発庁はプロジェクトの継続性と自立発展性を確保するために、住宅建築を管理、改善、施

行する役割を持つ「都市計画・建設に係る基準策定・調査研究課」を創設した。 

財政面について、各カウンターパート機関においては必要な人件費や実験設備維持管理費などの管理

費については確保されることが想定されるものの、普及住宅の耐震化を進めるための事業経費の不足

が見込まれる。 

5-5-3 技術面 

アウトプット２に示されるように、プロジェクト終了時までには 31 名の研究者・技術者が育成され

る見込みであり、学術機関である UES、UCA ともに養成された研究者・技術者の定着度は高い。同

時に UCA と UES については、本プロジェクトを通じて新設された実験施設を用い、かつ育成された

人材が中心となって地震工学修士号コースの新設を検討していることから、継続的に地震工学にかか

る研究者が養成される可能性が高い。普及については、普及に関する研修に５名がメキシコで、1 名

が日本で参加し、更に、20 名がエルサルバドル国内で研修を受けている。資機材の維持管理は適切

に行なわれており、カウンターパートが継続して実施する見込みである。従って、技術的自立発展性

は高いと言える。 

ブロックパネル工法と改良アドベ工法については、FUNDASAL が同工法を適用して住宅建設を推進

してきた実績を持つ。コンクリートブロック工法については、既に全国的に普及している。     

＊ソイルセメント工法については、レンガの材料としては新しいが、建設工法自体は既に普及してい

る。従って、プロジェクトで耐震性を検証した４つの工法は技術面における自立発展性は高いと言え

る。 

5-5-4 社会面 

改良アドベ工法については、土を使った建築工法が、農村地域において伝統的・文化的に広く受け入

れられていることもあり、社会面における自立発展性は高いと考えられる。 
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6. 評価結果の結論 
プロジェクト目標の達成に向け、アウトプットは着実に達成されつつあり、2008 年 11 月のプロジェ

クト終了時までには目標達成が見込まれている。評価 5 項目の観点からは、プロジェクトの妥当性は

非常に高く、有効性、効率性、インパクトも高いと判断された。技術面、社会面での自立発展性は高

いものの、政策面、及び組織・財政面については、改善の余地があることから、自立発展性について

は、概ね高いと判断された。 

プロジェクトの協力期間終了までに、目標の達成が見込まれることから、本プロジェクトについては、

計画通り 2008 年 11 月に終了することを提言する。 

 

7. 提言と教訓 

7-1 プロジェクト終了時までに取るべき措置に関する提言 

（１）住宅都市開発庁は、本プロジェクトの関係機関を含み普及住宅建設に関係するステークホルダ

ーの参加を得て、PDM のプロジェクト目標の指標３に言及されている「普及住宅改善委員会」を

組織し、耐震性向上、居住環境改善、コスト低減など、普及住宅の改善に向けた諸課題に継続的

に取り組み、検討を行う体制を構築すべきである。また、同委員会において、UCA の大規模構造

実験棟、及び UES の傾斜台を、普及住宅の耐震性向上に向けて最大限に活用するための利用戦略

を検討・策定すべきである。2008 年 4 月に住宅都市開発庁が主導し、建設分野の研究促進機関と

して FUNDACONSTRUCCION が設立された。同機関は、2 つの私立大学、NGO、民間企業など

の建設関係者により構成されており、同機関に「普及住宅改善委員会」に期待される役割を果た

させることも検討すべきである。 
（２）UCA 及び UES は、住宅都市開発庁及び FUNDASAL と協力し、本プロジェクトで耐震性を検

証した 4 工法の普及促進に資するため、4 工法の普及特性（各工法の特徴、利点・欠点、適合地

域の条件、不適合地域の条件、コストなどを含む）を整理した資料を作成すべきである。 
（３）UCA の大規模構造実験棟の利用マニュアルは既に作成されているが、UES の傾斜台について

も、同大学が中心となって利用マニュアルを作成すべきである。 

7-2 プロジェクト終了後に取るべき措置に関する提言 

（１）住宅都市開発庁は、住宅耐震化にかかる目標と具体的施策を、国家住宅政策に盛り込むべきで

ある。 
（２）住宅都市開発庁は、住宅建築に係る現行の法令や技術基準を、科学的手法による研究・開発を

適用して改善するとともに、これら法令・基準の遵守を確保するための建築行政制度の強化、普

及住宅建築に対する公的助成制度の拡充などに継続的に取り組むべきである。 
（３）現在、「ピソ・サルダブレ（衛生的な床）」プロジェクトなどにより改良アドベ工法とコンクリ

ートブロック工法を用いた住宅建設支援の実施を予定しているが、これらの工法に加え更にブロ

ックパネル工法やソイルセメント工法も活用し、貧困層への住宅建設支援を拡充すべきである。 
（４）住宅都市開発庁は、普及住宅改善委員会を活用し、政府機関、民間企業、地方自治体、及び

NGO の協力を盛り込んだ耐震住宅普及戦略を検討し策定すべきである。 
（５）本プロジェクトの関係４機関は、既存住宅の耐震補強に関する研究開発と普及に取り組むべき

である。 
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（６）本プロジェクトの関係４機関は、大学間交流、広域プロジェクト（中米広域防災能力向上プロ

ジェクトなど）、及び中米統合機構（SICA）を通じて開催される中米住宅大臣定期会合、普及住

宅建築分野 NGO ネットワークなどを活用し、本プロジェクトによる成果の中米地域内各国への

波及に取り組むべきである。 

7-3 プロジェクト実施を通じて得られた教訓 

（１）多機関が参画するプロジェクトでは、プロジェクトにおけるそれぞれの役割を明確化し、関係

機関間の連絡・調整を円滑化する運営管理上の仕組みを確立しなければ、関係機関間の意思統一

と効果的な連携協力が困難となる。 
（２）住宅耐震化は、個別住宅の耐震性強化を図るだけではなく、地震以外の災害リスク、居住環境、

社会的弱者などへも配慮しつつ、都市開発・地域開発事業の一環として進めなければ、十分な価

値を生み出すことができない。 
（３）プロジェクトの計画段階においては、活動の実施者が新しい技術を適用するにあたっての未習

熟さを考慮して、初期の段階に十分な時間的余裕を確保する必要がある。 
（４）プロジェクト活動の効果的な広報普及のためには、全てのプロジェクト協力機関による決意と

努力が必要である。 
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